
原子力規制委員会殿

核原料物質、.核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第四十三条の三の三十第1項の規定に

基づき、下記のとおり発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の型式証明の申請をいたします。

発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の型式証明申請書

(特定兼用キャスク)

氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名

氏名又は名称 三菱重工業株式会社

住 所 東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

代表者の氏名 取締役社長泉澤清次

DOC NO.15-9訂YI00 即

令和2年1月27日

東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

会菱重工業株式三

取締役社長泉澤'清

特定機器の種類

特定兼用キャスク

特定機器の名称及び型式

MSF-24P型

記

四特定機器の構造及び設備

1.構造'

MSF・2卯型は、軽水減速、軽水冷却、加圧水型原子炉(以下中松上という。)で発生した

使用済燃料を貯蔵する機能を有するとともに、使用済燃料の原子力発電所敷地外への運搬に

使用する輸送容器の機能を併せ持ち、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則第二条第2項第四十一号に規定する金属製の特定兼用キャスク(以

枠囲みの内容は商業機密に属するため公開できません。

二

三



下「兼用キャスク」という。)である。 MSF-2Ⅱ型は、使用済燃料が臨界に達することを防止

する機能(以下「臨界防止機能」という。)、兼用キャスクに封入された使用済燃料からの放

射線を遮蔽する機能(以下「遮蔽機能」という。)、兼用キャスクに封入された使用済燃料の

崩壊熱を除去する機能(以下「除熱機能」という。)、及び兼用キャスクに封入された使用済

燃料を閉じ込める機能(以下「閉じ込め機能」という。)といった安全性を確保するために必

要な安全機能を有する構造とする。

MSF・2Ⅱ型は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律、実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則、核燃料物質等の工場又は事業

所の外における運搬に関する規則等の関連法規の要求を満足するとともに、原則として、現

行国内法規に基づ、く規格及び基準等によって設計する。

イ.使用済燃料の臨界防止に関する構造

MSF-24P型は、断面形状が中空状であるバスケットプレートの幾何学的な配置及び中性

子を吸収する材料により、技術的に想定されるいかなる場合においても臨界に達するこ

とのない構造とする。

ロ.放射線の遮蔽に関する構造

MSF・24P型は、使用済燃料集合体からの放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材によ

り遮蔽できる構造とする。

ハ.使用済燃料等の除熱に関する構造

MSF-24P型は、安全機能を維持する観点かち、使用済燃料の崩壊熱を兼用キャスク表面

に伝え、周囲空気等に伝達することにより除去できる構造とする。 イ

、

使用済燃料等の閉じ込めに関する構造

MSF-24P型は、設計貯蔵期間を通じて、使用済燃料集合体を封入する空間を不活性雰囲

気に保つとともに負圧に維持できる構造とする。

ホ.その他の主要な構造

MSF-2Ⅱ型は、イから二に加え、次の方針に基づき安全設計を行う。

山'MSF-24P型は、輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法で貯蔵し、安全

機能を維持できる設計とする。

② MSF-2Ⅱ型は、、安、全機能を維持する上で重要な構成部材について、設計貯蔵期間中の温

度、放射線等の環境及び当該環境下での腐食等の経年変化に対して十分な信頼性を有

する材料及び構造とする。

偲)MSF-2Ⅱ型は、使用済燃料集合体の健全性及び安全機能を有する構成部材の健全性を保

つ観点から、使用済燃料集合体を不活性ガスであるへりウムガスとともに封入して貯

蔵する.設計とする。
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④ MSF-24P型は、自重、内圧、外圧、熱荷重及び外荷重等の条件に対し、十分耐え、か

つ、安全機能を維持できる設計とする。

伍} MSF-2Ⅱ型は、兼用キャスク貯蔵施設(以下「貯蔵施設」という。)への搬入、貯蔵

及び貯蔵施設からの搬出にかかる兼用キャスクの移動の際に想定される兼用キャス

クの落下・転倒事象、及び兼用キャスクへの重量物の落下・転倒事象に対して、安全

機能を維持できる設計とする。

主要な設備及び機器の種類

兼用キャスク

鍛造キャスク(鋼一樹脂遮蔽体タイプ)

(使用済燃料集合体を含む) 135t以下

3.貯蔵する使用済燃料の種類及びその種類毎の最大貯蔵能力

イ.使用済燃料の種類

NR使用済燃料集合体(ウラン燃料)

17× 17燃料 48,000洲d/t型(A型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

17× 17燃料 48,00OMwd/t型(B 型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

17× 17燃料 39,00OMwd/t型(A型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

17× 17燃料 39,00側Wd/t型(B 型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

15× 15燃料鮨,00OMwd/t型(A型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期問

6.8皿以下

3.6Ⅱ以下

48,00側Wd/t以下

15年以上

48,00OMwd/t以下

17年以上

39,00OMwd/t以下

15年以上

39,000柵d/t以下

17年以上

48,00OMwd/t以下

15年以上

類
量
法
全
外

質

種
全
寸

長
径



15× 15燃料 48,0001州d/t型(B 型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

15× 15燃料 39.000脚阿/t型(A型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期間

15× 15燃料 39,00山Nd/t型(B 型)

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度

冷却期問

N、

なお、使用済燃料集合体をMSF・2Ⅱ型へ収納するに当たり、使用済燃料集合体の燃焼度

に応じて収納位置が制限される。また、使用済燃料集合体は、バーナブルポイズン集合

体を挿入した状態でMSF-2Ⅱ型へ収納する場合がある。

口 最大貯蔵能力

兼用キャスク1基当たりの貯蔵能力

凹眼使用済燃料集合体

最大崩壊熱量

48,00側Wd/t以下

17年以上

五特定機器を使用することができる範囲を限定し、又は条件を付する場合にあっては、当該特

定機器を使用することができる発電用原子炉施設の範囲又は条件

1.特定機器を使用することができる発電用原子炉施設の範囲の限定

以下に示す条件により設計された兼用キャスクを使用することができる貯蔵施設であるこ

と。

4

39,00側Wd/t以下

15年以上

39,00OMwd/t以下

17年以上

兼用キャスクの設計貯蔵期間

兼用キャスクの貯蔵場所

兼用キャスクの貯蔵姿勢

兼用キャスクの設置方式

貯蔵状態における兼用キャスク周囲温度

躍体

15.8kw

貯蔵状態における貯蔵建屋壁面温度姓D

60年以下

貯蔵建屋内又は屋外

輸送荷姿又は蓋部の金属部への

衝突が生じない設置方法

貯蔵架台上に設置

最低温度 -20气二

(注1)最高温度蘭で

(注2)認て

最高温度価で



地震力

津波荷重の算出条件

竜巻荷重の算出条件

(注D 貯蔵建屋内で貯蔵する場合

(注2)屋外で貯蔵する場合

(注3)兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにか

かわらず判断するために用いる地震力等を定める告示に規定される値

2.特定機器を使用することができる発電用原子炉施設の条件

発電用原子炉施設の設置(変更)許可申請時に別途確認を要する条件は以下のとおりで

ある。

イ,兼用キャスクの除熱機能を限害せず、MSF-24P型を含めた兼用キャスク周囲温度が、前項

に示した最高温度以下であること。また、貯蔵建屋内で貯蔵する場合において、貯蔵建

屋壁面温度が、前項に示した最高温度以下であること。

ロ.地震時の貯蔵施設から兼用キャスクへの波及的影響条件が、兼用キャスクで想定する.波

及的影縛評価の条件に包絡されていること。

ハ.設計竜巻により兼用キャスクに衝突し得る飛来物(設計飛来物)の条件が、兼用キャス

クで想定する設計飛来物の条件に包絡されていること。

原子炉等規制法第四十三条の三の九第1項に基づく工事計画の認可の申請までに核燃料^.

物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則第二十一条第2項の規定による

容器の設計に関する原子力規制委員会の承認を受けること。

加速度

速度

水平 230ogal

鉛直 160ogal

又は

水平2皿/S 及び

鉛直 1.4m/S 姓3)

(注3〕10肌

(注3)20Ⅱ/S

100, t

(注3)10om/S

浸水深

流速

漂流物質量

風速

及び

(注 3 )



第 1図 MSF-24P型概要図(輸送荷姿)

第2図 MSF・2Ⅱ型概要図(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法)

(添付書類一

第3図

申請書添付参考図目録

兼用キャスク貯蔵施設概要図純兪送荷姿・貯蔵建屋内貯蔵の例)

(添付書類一

第4図兼用キャスク貯蔵施設概要図伸兪送荷姿・屋外貯蔵の伊D

第5図 兼用キャスク貯蔵施設概要図

(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法・屋外貯蔵の伊1)

(添付書類一

(添付書類一第卜1図)

第1-2図)

(添付書類一第1-6図)

第1-5図)

第1-7図)



貯蔵用三次蓋 二歌蓋 一孜蓋

中性子達蔽材

胴

伝熱ブーン

J

下部緩衝体

0

^

0

.

第 1図 MSF・2Ⅱ型概要図(輸送荷姿)

使用済燃料集合体

上部トラニオン

外筒

バスケット

郭」、_ラニオン

貯蔵架台
(申請鮪囲外)

、

枠囲みの内容は商業機密に属するため公開できません。
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貯蔵用三炊蓋

二歌蓋

一淡薑

中性子遮蔽材

胴

上部緩衝体

伝熱フィン
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使用済燃料集合体
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9

上部トラニオン
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バスケット
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団
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第2図 MSF・2Ⅱ型概要図(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法)
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枠囲みの内容は商業機密に属するため公開できません。
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今回の申請に係る発電用原子炉施設に係る特定機器の設計の型式証明申請書の添付書類は以下

のとおりである。

添付書類一特定機器の安全設計に関する説明書

別添1に示すとおりである。

添付書類

添付書類二特定機器を使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響,に関する説明書

別添2に示すとおりである。

添付書類目次

」

y
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別添1

添付書類一特定機器の安全設計に関する説明書



1. MSF-24P型の概要

2.設計方針及び設計条件

2.1 基本設計方針

2.2 安全機能に係る設計方針

2.3 自然現象に対する兼用キャスクの安全機能維持に係る設計方針

2.4 設計条件

2.5 貯蔵施設の前提条件

3.特定機器型式証明申請に係る要求事項に対する適合性

4.安全設計に関する評価

4.1 臨界防止機能

4.2 遮蔽機能

4.3 除熱機能

4.4 閉じ込め機能

4,5 長期健全性

4.6 自然現象に対する安全機能維持評価

5.参考文献

目 次
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MSF・24P 型の概要

MSF-2Ⅱ型は、軽水減速、軽水冷却、加圧水型原子炉(以下中眼」という。)で発生し

た使用済燃料を貯蔵する機能を有するとともに、使用済燃料の原子力発電所敷地外への運

搬に用いる輸送容器の機能を併せ持つ金属製の特定兼用キャスク(以下「兼用キャスク」

という。)である。

MSF-24P 型を用いることにより、兼用キャスク貯蔵施設(以下「貯蔵施設」という。)

に搬入された後も使用済燃料集合体を別の容器に詰め替えることなく貯蔵を行うことが

できる。

MSF-24P型は、キャスク本体、.蓋部、バスケット、緩衝体等で構成され、貯蔵施設内に

おいて貯蔵架台を介して床面に固定される。

MSF・2Ⅱ型の構造及び仕様をそれぞれ第卜1図、第卜2 図及び第 1-1表,に示す。

山キャスク本体

キャスク本体の主要部は、胴、中性子遮蔽材及び外筒等で構成されている。

胴は、炭素鋼製であり、密封容器として設計されている。また、胴と外筒の闇には

主要な中性子遮蔽材としてレジンが充填されており、また、胴の炭素鋼は、主要なガ

ンマ線遮蔽材となっている。

キャスク本体の取扱い及び輸送荷姿による貯蔵中の固定のために、上部に2対のト

ラニオン、下部に2対のトラニオンが取,り付けられている。

②蓋部

蓋晝桝よ、一次蓋、二次蓋及び貯蔵用三次蓋で構成されている。

一次蓋は炭素鋼製の円板状であり、ボルトでキャスク本体上面に取り付けられ、閉

じ込め境界が構成される。一次蓋には主要な中性子遮蔽材としてレジンが充填されて

おり、また、一次蓋の炭素鋼は、主要なガンマ線遮蔽材となっでいる。

二次蓋は炭素鋼製の円板状であり、ボルトでキャスク本体上面に取り付けられる。

貯蔵用三次蓋はステンレス鋼製の円板状であり、ボルトでキャスク本体上面に取り

付けられる。貯蔵用三次蓋は、原子力発電所敷地外への運搬に用いられる三次蓋と同

等の構造である。

一次蓋及び二次蓋のシール部には、長期にわたって閉じ込め機能を維持するために

金属ガスケットが取り付けられている。

偽)バスケット

MSF-24P型のバスケット構造を第 1-3 図に示す。

バスケットは、断面形状が中空状のアルミニウム合金製のバスケットプレートから

構成された格子構造であり、個々の使用済燃料集合体がキャスク本体内部に配置され

たバスケットの所定の格子内に収納される。また、使用済燃料の未臨界性を維持する

ために、中性子吸収材を併せて配置している。



④緩衝体

緩衝体は、ステンレス鋼製のカバープレートとりブから構成される溶接構造物の内

部に緩衝材である木材を充填したものであり、兼用キャスクに加わる衝撃を吸収する

ため、輸送荷姿による貯蔵の場合は、キャスク本体上部及びキャスク本体下部に、蓋

部の金属部への衝突が生じない設置.方法による貯蔵の場合は、キャスク本体上部に緩

衝体がボルトで取り付けられる。

伍)貯蔵架台(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法による貯蔵の場合)

蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法による貯蔵の場合において、兼用キャス

クは、兼用キャスク底部と巖め合うための巖め込み部を設けた炭素鋼製の貯蔵架台に

設置する。

⑥使用済燃料集合体の仕様及び収納位置条件

MSF・24P型に収納する使用済燃料集合体の仕様を第卜2表に示す。

なお、使用済燃料集合体は、第卜3表に示す仕様のバーナブルボイズン集合体を挿

入した状態でMSF-24P型へ収納する場合がある。

MSF-2Ⅱ型に収納する使用済燃料集合体及びバーナブルボイズン集合体を挿入する

使用済燃料集合体の収納位置条件を第卜4図に示す。

2.設計方針及び設計条件

2.1 基本設計方針

MSF・2Ⅱ型は、 NRで発生した使用済燃料集合体を原子力発電所敷地内に貯蔵する機

能を有するとともに、使用済燃料集合体の原子力発電所敷地外への運搬に使用する容

器に兼用することができる機能を併せ持フ設計とする。また、その設計貯蔵期間にお

いて、それ自体で兼用キャスクの有する安全機能(臨界防止機能、遮蔽機能、除熱機

能及び閉じ込め機能)を維持できる設計とする。

また、 MSF-24P 型は、周辺施設(兼用キャスクの支持部、計装設備、機器・配管系、

貯蔵建屋等及び基礎)に支持性能や防護機能等の特段の機能を期待せず、自然現象等

に対して安全機能が損なわれないよう、輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じな

い設置方法で貯蔵する設計とする。ただし、MSF・2卯型の設計仕様を超える事象が想定

される場合は、補完機能を持たせるよう周辺施設の設計がなされるものとし、その安

全性は設置(変更)許可申請にて審査されるものとする。

MSF-24P型は、原則として、現行国内法規に基づく以下の規格及び基準等によって設

計する。ただし、外国の規格及び基準による場合又は規格及び基準で一般的でないも

のを適用する場合には、それらの規格及び墓準の適用の根拠、国内法規に基づく規格

及び基準との対比並びに適用の妥当性を明らかにする。

・日本産業規格σ IS)



・日本機械学会規格(J SME)

・日本原子力学会標準(AES D 等

2.2 安全機能に係る設計方針

2.1 臨界防止機能に関する設計力針

MSF-24P型の貯蔵施設への搬入から搬出までの乾燥状態、及びNSF・2Ⅱ型に使用

済燃料集合体を収納する際の冠水状態において、技術的に想定されるいかなる場合

でも、臨界を防止する設計とする。

MSF・2Ⅱ型は、使用済燃料集合体を所定の幾何学的配置に維持するための断面形

状が中空状であるバスケットプレート、及び適切な位置に配置された中性子吸収材

により臨界を防止する構造とする。

バスケットプレートは、設計貯蔵期間を通じて使用済燃料集合体を所定の幾何学

的配置に維持するために必要な構造健全性を維持する設計とする。

2.2.2 遮蔽機能に関する設計方針

MSF・24P型は、設計上想定される状態において、使用済燃料集合体からの放射線

をガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材により遮蔽する設計とし、設計貯蔵期間中にお

けるMSF-24P型の中性子遮蔽材の遮蔽機能の低下を考慮しても、以下を満足する設
、

計とする。

・兼用キャスク表面の最大線量当量率を2msvh以下とする。

・兼用キャスク表面から 1.m航れた位置における最大線量当量率を 100μSV/h

以下とする。

2.2'3 除熱機能に関する設計方針

MSF-2Ⅱ型は、設計上想定される状態において、使用済燃料集合体の健全性及び

安全機能を有する構成部材の健全性を維持するために、使用済燃料集合体の崩壊熱

を除去する設計とする。

燃料被覆管の温度は、設計貯蔵期問を通じて、燃料被覆管のクリープ破損及び機

械的特性の低下を防止する観点から、燃料被覆管の累積クリープ量が1%を超えな

い温度、照射硬化回復現象により燃料被覆管の機械的特性が著しく低下しない温度

及び水素化物の再配向による燃料被覆管の機械的特性の低下が生じない温度以下

とするため、貯蔵する使用済燃料の種類ごとに以下の制限を設ける。

( 1 )

・17×17燃料 48,00側Wd/t 型(A型及びB型) 275で以下
(D

・17×17 燃料 39,00OMwd/t 型(A型及びB型) 275で以下
( 1 )

・15X巧燃料 48.00OMwd/t 型(A型及びB型) 275て以下



・ 15× 15 燃料 39,00OMwd/(型(A型及びB型)

また、MSF-2Ⅱ型の主要な構成部材の温度は、安全機能及び構造強度を維持する

観点から以下の制限を設ける。

( 2 )
・胴、外筒及び蓋部

(3)(4)
・中性子遮蔽材

( 5 )
・金属ガスケット

・バスケットプレート

2.2,4 閉じ込め機能に関する設計方針

MSF・2Ⅱ型は、設計上想定される状態において、使用済燃料を限定された区域に

閉じ込めるため、設計貯蔵期闇を通じて使用済燃料集合体を封入する空間を負圧に

維持する設計とする。また、 MSF・2Ⅱ型は、一次蓋による閉じ込め構造と・し、一次

蓋と二次蓋との空問部(以下「蓋間」という。)を正圧に維持することにより、使

用済燃料集合体を封入する空間を兼用キャスク外部から隔航する設計とする。さら

に、蓋間の圧力を測定することにより、閉じ込め機能について監視ができる設計と

する。

さらに、 MSF-24P型の密封境界部は、設計上想定される衝撃力に対して、おおむ

ね弾性範囲内にとどめる設計とする。

なお、一次蓋の閉じ込め機能に異常が発生したと判断される場合には、使用済燃

料貯蔵槽への移送ができるように設計する。

275で以下
( 1 )

舗0て以下

149で以下

130で以下

250て以下(別添 1-1参三動

2.1.6 長期健全性に関する設計方針

MSF・24P型は、安全機能を維持するうぇで重要な構成部材について、設計貯蔵期

間中の温度、放射線等の環境及び当該環境下での腐食等の経年変化に対して十分な

信頼性のある材料を選定し、その必要とされる強度、性能を維持するように設計す

る。また、 MSF・24P型は、キャスク本体内面、バスケット及び使用済燃料の腐食等

を防止するために、使用済燃料集合体を不活性ガスであるへりウムガスとともに封

入して貯蔵する設計とする。また、キャスク本体及び蓋部表面の必要な箇所には、

塗装等による防錆処理を講ずる。

( 6 )

ノ

2,.3 白然現象に対する兼用キャスクの安全機能維持に係る設計方針

3.1 地震に対する設計方針

MSF-24P型は、本文五.に示す地震力に対して安全機能が維持されるよう、輸送

荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法で貯蔵する。また、・兼用キャス
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クに収納される使用済燃料を取り出すために一次蓋及び二次蓋が開放でき、使用済

燃料の燃料ぺレットが燃料被覆管から脱落せず、かつ、使用済燃料集合体の過度な

変形を生じない設計とする。

2.3.2 津波に対する設計方針

MSF・24P型は、本文五.に示す津波荷重の算出条件により算出される作用力が兼

用キャスクに作用しても安全機能が維持される設計とする。

2.3.3 竜巻1.こ対する設計方針

MSF-2Ⅱ型は、本文五.に示す竜巻荷重の算出条件により算出される作用力が兼

用キャスクに作用しても安全機能が維持される設計とする。

ユ.4

山

設計条件

MSF-2Ⅱ型の設計条件

MSF-24P型の設計条件は以下のとおりである。

a.設計貯蔵期闇は印年とする。

b.兼用キャスクの貯蔵場所は貯蔵建屋内又は屋外とする。

C.兼用キャスクの貯蔵姿勢は輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置

方法とする。

d,兼用キャスクは、輸送荷姿による貯蔵の場合、貯蔵架台に胴上部及び下部トラニ

オンを設置する。また、蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法による貯蔵の

場合、貯蔵架台に胴底部を設置する。

e.兼用キヤスクの全質量(使用済燃料集合体を含む)は約 135t(輸送荷姿)又は

約 129t(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法)とする。

f.兼用キャスクの主要寸法は、全長約 6.8Ⅲ及び外径約 3.6m(輸送荷姿)又は全長

約 6.1m及び外径約 3.6Ⅱ(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法)とする。

g.兼用キャスクの最大崩壊熱量は巧.8kw/基とする。

h.兼用キャスク表面及び表面からlm難れた位置における最大線量当量率は、それ

ぞれ2msv/h以下及び 100μSV/h以下とする。

i.貯蔵状態における兼用キャスク周囲の最低温度は、-20で、最高温度は、妬て(貯

蔵建屋内貯蔵の場合)及び認で(屋外貯蔵の場合)とする。

j.貯蔵状態における貯蔵建屋壁面最高温度は65てとする(貯蔵建屋内貯蔵の場合)。

k.貯蔵状態における水平方向及び鉛直方向の地震力仂口速度)は、それぞれ器0OG

及び160OGとする。また、貯蔵状態における水平方向及び鉛直方向の地震力(速

度)は、それぞれ2m/S 及び 1.41VS とする。



貯蔵状態における津波荷重の算出条件は、浸水深 10m、流速 20肌/S及び漂流物質

量 10ot とする。

貯蔵状態における竜巻荷重の算出条件となる風速は、 100血/S とする。Ⅱ

②使用済燃料集合体の条件

MSF-2Ⅱ型に収納する使用済燃料集合体の条件は以下のとおりである。

a.兼用キャスクに収納する使用済燃料集合体の仕様は、第卜2表に示すとおりとす

る。

b.兼用キャスクに収納する使用済燃料集合体は、燃料被覆管の健全性が確認された

ものであることとする。

C.兼用キャスクには、貯蔵する使用済燃料集合体の仕様、及び兼用キャスクの最大

崩壊熱量等を満足するように使用済燃料集合体が収納されるとともに、第卜4

図に示すとおり収納位置が制限される。

d.なお、使用済燃料集合体は、第 1-3表に示す仕様のバーナブルポイズン集合体を

挿入した状態で収納される場合がある。その場合、第1-4図に示すとおり収納位

置が制限される。

2.5

山

貯蔵施設の前提条件

貯蔵建屋内貯蔵

MSF・'2Ⅱ型を使用することができる貯蔵施設(貯蔵建屋内貯蔵)の概要図(例)を

第卜5 図に示す。貯蔵施設は、兼用キャスク、兼用キャスクを床面に設置するため

の貯蔵架台、兼用キャスクを取り扱うための取扱設備(第卜5 図の例では橋形クレ

ーン)等からなり、兼用キャスク及び貯蔵架台は貯蔵建屋に収容される。

②屋外貯蔵

MSF・24P型を使用することができる貯蔵施設(屋外貯蔵)の概要図(伊D を第卜6

図及び第トフ図に示す。貯蔵施設は、兼用キャスク、兼用キャスクを床面に設置す

るための貯蔵架台、兼用キャスクを取り扱うための取扱設備(第卜6 図及び第 1-フ

図の例では移動式クレーン)等からなり、各設備は屋外に設置される。

、
ノ



特定機器型式証明申請に係る要求事項に対する適合性

発電用原子炉施設に使用する特定機器の設計の型式証明申請に係る安全設計の方針に

ついて、設計基準対象施設であるMSF-2Ⅱ型の「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則(令和元年7月1日施行)」に対する適合性を以下

に示す。

i
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(設計基準対象施設の地盤)

第三条設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力(設計基準対象施設

のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線に

よる公衆への影響の程度が特に大きいもの(以下「耐震重要施設」という。)及び兼用キ

ヤスクにあっては、同条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。)が作用した

場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなけれ

ばならない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤により十分に支持されなくてもその

安全機能が損なわれない方法により設けることができるときは、この限りでない。

2 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変形した場合においてもその安全機能が損なわれる

おそれがない地盤に設けなけれぱならない。

3 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければなら

ない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤に変位が生じてもその安全機能が損なわれ

ない方法により設けることができるときは、この限りでない。

適合のための設計方針

1 について

MSF-2Ⅱ型は、地盤により十分に支持されなくてもその安全機能が損なわれない輸送

荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とする。

2 について

MSF-2Ⅱ型は、地盤が変形した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれがな

い輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とする。

3 について

MSF-2Ⅱ型は、地盤に変位が生じてもその安全機能が損なわれない輸送荷姿又は蓋部

の金属部への衝突が生じない.設置方法により貯蔵する設計とする。



仕也震による損傷の防止)

第四条設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければならな

い。

2 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対象施設の安全機

能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなければならな

い。

3 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震による加速度によって作用する地震力(以下「基準地震動による地震力」'という。)

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

4 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して

安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれぱならない。

5 炉心内の燃料被覆材は、基準地震動による地震力に対して放射性物質の閉じ込めの機

能が損なわれるおそれがないものでなけれぱならない。

6 兼用キャスクは、次のいずれかの地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがない

ものでなければならない。

兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のい

かんにかかわらず判断するために用いる合理的な地震力として原子力規制委員会が別

に定めるもの

基準地震動による地震力

7 兼用キャスクは、地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

「

適合のための設計方針

1 について

型式証明申請の範囲外とする。

2 について

型式証明申請の範囲外とする。

3 について

型式証明申請の範囲外とする。

4 について

型式証明申請の範囲外とする。



5 について

型式証明申請の範囲外とする。

6 、について

MSF・24P 型は、兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置さ

れる位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な地震力として原子力規制

委員会が別に定める地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがない輸送荷姿又は蓋

部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とする。

なお、地震時、周辺施設等からの波及的影響によりMSF-24P型の安全機能が損なわれ

るおそれがないものとする。

.

7 について

型式証明申請の範囲外とする。
ノ

i
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(津波による損傷の防止)

第五条設計基準対象施設(兼用キャスク及びその周辺施設を除く。)は、その供用中に

当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波(以下「基準津波」とい

う。)に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれぱならない。

2 兼用キャスク及びその周辺施設は、次のいずれかの津波に対して安全機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。

兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいか

んにかかわらず判断するために用いる合理的な津波として原子力規制委員会が別に定

めるもの

基準津波

適合のための設計方針

1 について

型式証明申請の範囲外とする。

2 について

MSF-2Ⅱ型は、兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどうかをその設置され

る位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な津波として原子力規制委員

会が別に定める津波による遡上波の波力及び漂流物の衝突に対して安全機能が損なわれ

るおそれがない設計とする。

Ⅱ

.

二



(外部からの衝撃による損傷の防止)

第六条安全施設(兼用キャスクを除く。)は、想定される自然現象け也震及び津波を除

く。次項において同じ。)が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現急により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適

切に考慮したものでなければならない。

3 安全施設(兼用キャスクを除く。)は、工場等内又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの(故意によるものを除く。以下「人為による事象」という。)に対して安全機能を

損なわないものでなければならない。

4 兼用キャスクは、次に掲げる自然現象が発生した場合においても安全機能を損なわな

いものでなければならない。

兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいか

んにかかわらず判断するために用いる合理的な竜巻として原子力規制委員会が別に定

めるもの

想定される森林火災

5 前項の規定は、兼用キャスクについて第一項の規定の例によることを妨げない。

6 兼用キャスクは、次に掲げる人為による事象に対して安全機能を損なわないものでな

ければならない。

工場等内又はその周辺において想定される兼用キャスクの安全性を損なわせる原因

となるおそれがある爆発

工場等の周辺において想、定される兼用キャスクの安全性を損なわせる原因となるお^

それがある火災

7 前項の規定は、兼用キャスクについて第二項の規定の例によることを妨げない。

n

適合のための設計方針

1 について

型式証明申請の範囲外とする。

2 について

型式証明印諸の範囲外とする。

3 について

型式証明申請の範囲外とする。



4 について

MSF-2Ⅱ型は輸送荷姿で設置することで、兼用キャスクが竜巻により安全機能を損

なうかどぅかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理

的な竜巻として原子力規制委員会が別に定める竜巻により、原子力発電所の竜巻影響

評価ガイド解説表 4. Rこ規定される飛来物が設計飛来物となり衝突した場合において

も、その安全機能を損なわない設計とする。

型式証明申請の範囲外とする。

、
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5 について

MSF-2Ⅱ型は、想定される自然現象仕也震、津波、竜巻及び森林火災を除く)が発生

した場合においても安全機能を損なわない設計とする。

6 について

型式証明申請の範囲外とする。

7 について

型式証明申請の範囲外とする。

r、

二



(発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止)

第七条工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用原子炉施設に不正に

爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれ

がある物件が持ち込まれること及び不正アクセス行為(不正アクセス行為の禁止等に関

する法律(平成十一年法律第百二十八号)第二条第四項に規定する不正アクセス行為を

いう.。第二十四条第六号において同じ。)を防止するための設備を設けなければならな

い。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

、

14



(火災による損傷の防止)

第八条設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、

火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を感知する設備(以下「火災

感知設備」という。)及び消火を行う設備(以下「消火設備」といい、安全施設に属す

るものに限る。)並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。

2 消火設備(安全施設に属するものに限る。)は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場

合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないものでなければ

ならない。

適合のための設計方針

1 について

MSF-2Ⅱ型は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、金属製の

不燃性材料とし、発火源となる恐れの無い設計とする。

なお、火災感知及び消火並びに火災の影響軽減の措置については、型式証明申請の範

囲外とする。

巧

2 について,

型式証明申請の範囲外とする。



(溢水による損傷の防止等)

第九条安全施設は、発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合においても安全機

能を損なわないものでなければならない。

2 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器、

配管その他の設備から放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、当該液体が管

理区域外へ漏えいしないものでなけれぱならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

革

.
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(誤操作の防止)

第十条設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたものでなけれぱなら

ない。

2 安全施設は、容易に操作することができるものでなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

17



(安全避難通路等)

第十一条発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。

その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別できる安全避難通路

照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用の照明

設計基準事故が発生した場合に用いる照明(前号の避難用の照明を除く。)及びそ

の専用の電源

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

、

、

i

揺

三
三



(安全施設)

第十二条安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでな

ければならない。

2 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するものは、

当該系統を構成する機械又は器具の単一故障(単一の原因によってーつの機械又は器具

が所定の安全機能を失うこと(従属要因による多重故障を含む。)をいう。以下同じ。)

が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合においても機能できるよう、当

該系統を構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様

性を確保し、及び独立性を確保するものでなければならない。

3 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される全ての環

境条件において、その機能を発揮することができるものでなけれぱならない。

4 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の重要度に応じ、発

電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるものでなけれぱならない。

5 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により、

安全性を損なわないものでなければならない。

6 重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設において共用し、又は相互に接続するも

のであってはならない。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続

することによって当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限り

でない。

7 安全施設(重要安全施設を除く。)は、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相

互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでなければならな

い。

適合のための設計方針

1 について

MSF-24P 型は、発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に

基づき、それが果たす安全機能の性質に応じて安全重要度をPS-2に分類し、十分高

い信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計とする。

2 について

型式証明申請の範囲外とする。

3 について

MSF-2Ⅱ型の設計条件を設定するに当たっては、劣化等に対しても十分な余裕を持って

機能維持が可能となるよう、設計貯蔵期問中の温度、放射線等の環境条件を老慮し、十

.
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分安全側の条件を与えることにより、

能を発揮できる設計とする。

4 について

MSF・2卯型の設計条件を設定するに当たっては、それらの健全性及び能力を確認するた

め、その安全機能の重要度に応じ、設計貯蔵期間中に試験又は検査ができる設計とする。

5

却

について

型式証明申請の範囲外とする。

これらの条件下においても期待されている安全機

6 について

型式証明申請の範囲外とする。

7 について

型式証明申請の範囲外とする。



(運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止)

第十三条設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。

運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たすものであること。

イ最小限界熱流束比(燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下し、燃料被覆材の温

度が急上昇し始める時の熱流束(単位時間及び単位面積当たりの熱量をいう。以下

同じ。)と運転時の熱流束との比の最小値をいう。)又は最小限界出力比(燃料体

に沸騰遷移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の出力との比の最小値を

いう。)が許容限界値以上であること。

口燃料被覆材が破損しないものであること。

ハ燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えないこと。

二原子炉冷却材圧カバウンダリにかかる圧力が最高使用圧力のー・一倍以下となる

こと。

設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものであること。

イ炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであ.り、かつ、炉心を十分に冷却

できるものであること。

口燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧カバウンダリの健全性を維持す

るための制限値を超えないこと。

ハ原子炉冷却材圧カバウンダリにかかる圧力が最高使用圧力のー・二倍以下となる

こと。

一原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器バ.ウンダリにおける

温度が最高使用圧力及び最高使用温度以下となること。

ホ設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものであるこ

と。
,

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

討



.

(全交流動力電源喪失対策設備)

第十四条発電用原子炉施設には、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するため

に必要な電力の供給が交流動力電源設備から開始されるまでの間、発電用原子炉を安全

に停止し、かつ、発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備が動作するととも

に、原子炉格納容器の健全性を確保するための設備が動作することができるよう、'これ

らの設備の動作に必要な容量を有する蓄電池その他の設計基準事故に対処するための電

源設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

器

、



(炉心等)

第十五条,設計基準対象施設は、原子炉固有の出力抑制特性を有するとともに'、発電用原

子炉の反応度を制御することにより核分裂の連鎖反応を制御できる能力を有するもので

なければならない。

2 炉心は、通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時に発電用原子炉の運転に支障が生

ずる場合においてゞ原子炉冷却系統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統

及び安全保護回路の機能と併せて機能することにより燃料要素の許容損傷限界を超えな

いものでなければならない。

3 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、通常運転時、運転時の異常な過

渡変化時及び設計基準事故時において、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停止後に

炉心の冷却機能を維持できるものでなければならない。

4 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に係る容器、

管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は三次冷却材の循環、沸騰その他の一次冷却材又は

二次冷却材の挙動により生ずる流体振動又は温度差のある流体の混合その他の一次冷却

材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受けないものでなければな

らない。

5 燃料体は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件にお

いて、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければならない。

6 燃料体は、次に掲げるものでなければならない。

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における発電用原子炉内の圧力、自重、

附加荷重その他の燃料体に加わる負荷に耐えるものとすること。

輸送中又は取扱中において、著しい変形を生じないものとすること。

器

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

、

、

、

工



(燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設)

第十六条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、通常運転時に使用する燃料

体又は使用済燃料(以下この条において「燃料体等」という。)の取扱施設(安全施設

に係るものに限る。)を設けなければならない。

燃料体等を取り扱う能力を有するものとすること。

燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

崩壊熱により燃料体等が溶融しないものとすること。

四使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

五燃料体等の取扱中における燃料体等の落下を防止できるものとすること。

2 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、燃料体等の貯蔵施設(安全施設に

属するものに限る。以下この項において同じ。)を設けなければならない。

燃料体等の貯蔵施設は、次に掲げるものであること。

イ燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の放出により公衆に放射線

障害を及ぼすおそれがある場合において、放射性物質の放出による公衆への影響を

低減するため、燃料貯蔵設備を格納するもの及び放射性物質の放出を低減するもの

とすること。

口燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる客量を有するものとするごと。

ハ燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

使用済燃料の貯蔵施設(キャスクを除く。)にあっては、前号に掲げるもののほか、「一ー,^

次に掲げるものであること。

イ使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

口貯蔵された使用済燃料が崩壊熱により溶融しないものであって、最終ヒートシン

クへ熱を輸送できる設備及びその浄化系を有するものとすること。

ハ使用済燃料貯蔵槽(安全施設に属するものに限る。以下この項及び次項において

同じ。)から放射性物質を含む水があふれ、又は漏れないものであって、使用済燃

料貯蔵槽から水が漏えいした場合において水の漏えいを検知することができるもの

とすること。

二燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重量物の落下時においても

その機能が損なわれないものとすること。

3 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温

並びに燃料取扱場所の放射線量を測定できる設備を設けなければならない。

使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し、

それを原子炉制御室に伝え、又は異常が生じた水位及び水温を自動的に制御し、並び

に放射線量を自動的に抑制することができるものとすること。

外部電源が利用できない場合においても温度、水位その他の発電用原子炉施設の状

羽

一



態を示す事項(以下「パラメータ」という。)を監視することができるものとするこ

と。

4 キャスクを設ける場合には、そのキャスクは、第二項第一号に定めるもののほか、次

に掲げるものでなければならない。

使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

使用済燃料の崩壊熱を適切に除去することができるものとすること。

使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込めることができ、かつ、その機能

を適切に監視することができるものとすること。

適合のための設計方針

1 について

型式証明申請の範囲外とする。

2 について

MSF-24R型は、以下のように設計する。

イ型式証明申請の範囲外とする。

口型式証明申請の範囲外とする。

ハ MSF-2Ⅱ型は、使用済燃料集合体を所定の幾何学的配置に維持するための断面形

状が中空状であるバスケットプレート、及び適切な位置に配置された中性子吸収材

により臨界を防止する構造とし、MSF-2Ⅱ型の貯蔵施設への搬入から搬出までの乾燥

状態、及びMSF-2Ⅱ型に使用済燃料集合体を収納する際の冠水状態において、技術的

に想定されるいかなる場合でも、臨界を防止する設計とする。

型式証明申請の範囲外とする。

肪

3 について

型式証明申請の範囲外とする。

4 について

MSF-24P型は、設計上想定される状態において、使用済燃料集合体からの放射線をガ

ンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材により遮蔽し、通常貯蔵時のMSF-2Ⅱ型表面の線量当量

率を2msv/h 以下とし、かつ、 MSF-2Ⅱ型表面から lm籬れた位置における線量当量率

を100μSV/h 以下となる設計とする。

脇F・2Ⅱ型は、自然冷却によって収納した使用済燃料の崩壊熱を外部に放出できる設

計とし、使用済燃料集合体の健全性及び安全機能を有する構成部材の健全性を維持す

る温度を満足する設計とする。

一
ニ
ニ

二

二



MSF・2Ⅱ型は、適切に放射性物質を閉じ込めることができ,閉じ込め機能を監視でき

る設計とする。

ノ
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(原子炉冷却材圧カバウンダリ)

第十七条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材圧カバウンダ

1〕を構成する機器(安全施設に属するものに限る。以下この条において同じ。)を設け

なけれぱならない。

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝撃、'炉心の

反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷却材圧カバウンダリを構成する機器

に加わる負荷に耐えるものとすること。

原子炉冷却材の流出を制限するため隔雜装置を有するものとすること。

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じな

いよう、十分な破壊じん性を有するものとすること。

四原子炉冷却材圧カバウンダリからの原子炉冷却材の漏えいを検出する装置を有する

ものとすること。

適合のための設計方

型式証明申請の範囲外とする。

J

舒

一
一
三



(蒸気タービン)

第十八条蒸気タービン(安全施設に属するものに限る。以下この条において同じ。)は、

当該蒸気タービンが損壊し、又は故障した場合においても、発電用原子炉施設の安全性

を損なわないものでなければならない。

2 、蒸気タービンには、当該蒸気タービンが損壊し、又は故障した場合においても発電用

原子炉施設の安全性を損なわないよう、その運転状態を監視できる設備を設けなければ

ならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

L

器



(非常用炉心冷却設備)

第十九条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、非常用炉心冷却設備(安全

施設に屈するものに限る。)を設けなけれぱならない。

一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材の温度が燃料材の溶融又は燃料

体の著しい損傷を生ずる温度を超えて上昇することを防止できるものとすること。

一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材と冷却材との反応により著しく

多量の水素を生じないものとすること。

ノ

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

羽



(一次冷却材の減少分を補給する設備)

第二十条発電用原子炉施設には、通常運転時又は一次冷却材の小規模漏えい時に発生し

た一次冷却材の減少分を補給する設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなけれ

ばならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

卸

、



(残留熱を除去することができる設備)

第二十一条発電用原子炉施設には、発電用原子炉を停止した場合において、燃料要素の

許容損傷限界及び原子炉冷却材圧カバウンダリの健全性を維持するために必要なパラメ

ータが設計値を超えないようにするため、原子炉圧力容器内において発生した残留熱を

除去することができる設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

討



(最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備)

第二十二条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、最終ヒートシンクへ熱を

輸送することができる設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなければならない。

原子炉圧力容器内において発生した残留熱及び重要安全施設において発生した熱を

除去することができるものとすること。

津波、溢水又は工場等内若しぐはその周辺における発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるものに対して安全性を損な

わないものとすること。

詑

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

、



(計測制御系統施設)

第二十三条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、計測制御系統施設を設け

なければならない。

炉心、原子炉冷却材圧カバウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリ並びにこれらに

関連する系統の健全性を確保するために監視することが必要なパラメータは、通常運

転時及び運転時の異常な過渡変化時においても想定される範囲内に制御できるものと

すること。
i

前号のパラメータは、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時においても想定さ^

れる範囲内で監視できるものとすること。

設計基準事故が発生した場合の状況を把握し、及び対策を講ずるために必要なパラ三

メータは、設計基準事故時に想定される環境下において、十分な測定範囲及び期間に

わたり監視できるものとすること。

四前号のパラメータのうち、発電用原子炉の停止及び炉心の冷却に係るものについて

は、設計基準事故時においても二種類以上監視し、又は推定することができるものと

すること。

五発電用原子炉の停止及び炉心の冷却並びに放射性物質の閉じ込めの機能の状況を監

視するために必要なパラメータは、設計基準事故時においても確実に記録され、及び

当該記録が保存されるものとすること。

適合のための設計方針

認

型式証明申請の範囲外とする。

、

゛



(安全保護回路)

第二十四条発電用原子炉施設には、次に掲げる・ところにより、安全保護回路(安全施設

に属するものに限る。以下この条において同じ。)を設けなければならない。

運転時の異常な過渡変化が発生する場合において、その異常な状態を検知し、及び

原子炉停止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料要素の許容損傷限界を

超えないようにできるものとすること。

設計基準事故が発生する場合において、その異常な状態を検知し、原子炉停止系統^

及び工学的安全施設を自動的に作動させるものとすること。

安全保護回路を.構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起きた場三

合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合において、安全保護機能を失わな

いよう、多重性を確保するものとすること。

四安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ亙いに分籬し、それぞれのチャン

ネル間において安全保護機能を失わないように独立性を確.保するものとすること。

五駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が発生した場合においても、発電用

原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状態を維持することにより、発

電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維持できるものとすること。

不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず、又は使ノ~

用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止することができるものとするこ

と。

七計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には、その安全保護機能を

失わないよう、計測制御系統施設から機能的に分離されたものとすること。

34

、

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

.



(反応度制御系統及び原子炉停止系統)

第二十五条発電用原子炉施設には、反応度制御系統(原子炉停止系統を含み、安全施設

に係るものに限る。次項において同じ。)を設けなければならない。

2 反応度制御系統は、計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料要素の許容損傷限界を

超えることなく制御できる能力を有し、かつ、次に掲げるものでなければならない。

制御棒、液体制御材その他反応度を制御するものによる二以上の独立した系統を有

するものとすること。

通常運転時の高温状態において、二以上の独立した系統がそれぞれ発電用原子炉を

未臨界に移行し、及び未臨界を維持できるものであり、かつ、運転時の異常な過渡変

化時の高温状態においても反応度制御系統のうち少なくともーつは、燃料要素の許容'

損傷限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できる

こと。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を

損なうおそれがある場合に作動する設備の作動に伴って注入される液体制御材による

反応度価値を加えることができる。

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態において、反応度制御三

系統のうち少なくともーつは、発電用原子炉を未臨界に移行し、及び末臨界を維持で

きること。

四一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、反応度制御系統のうち少なくと

もーつは、発電用原子炉を未臨界へ移行することができ、、かつ、少なくともーつは、

発電用原子炉を未臨界に維持できること。この場合において、非常用炉心冷却設備そ

の他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作動に

伴って注入される液体制御材による反応度価値を加えることができる。

五制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大き.な制御棒一本が固着した場

合においても第三号の規定に適合すること。

3 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応度投入事象(発電用原

子炉に反応度が異常に投入される事象をいう。)に対して原子炉冷却材圧カバウンダリ

を破損せず、かつ、炉心の冷却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物及び原子炉圧

力容器内部構造物の損壊を起こさないものでなければならない。

4 制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、'通常運転時における圧力、温

度及び放射線に起因する最も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持

するものでなければならない。

L

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

ノ
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(原子炉制御室等)

第二十六条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉制御室(安全施設

に属するものに限る。以下この条において同じ。)を設けなければならない。

設計基準対象施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視できるものと

すること。

発電用原子炉施設の外の状況を把握する設備を有するものとすること。

発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な操作を手動により行うことがで

きるものとすること。

2 発電用原子炉施設には、火災その他の異常な事態により原子炉制御室が使用できない

場合において、原子炉制御室以外の場所から発電用原子炉を高温停止の状態に直ちに移

行させ、及び必要なパラメータを想定される範囲内に制御し、その後、発電用原子炉を

安全な低温停止の状態に移行させ、及び低温停止の状態を維持させるために必要な機能

を有する装置を設けなければならない。

3 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の異常が発生した場合に

発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安全性を確保するための措置を

とるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該

措置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の区分に応じ、

当該各号に定める設備を設けなければならない。

原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍工場等内における有毒

ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検,出した場合に原

子炉制御室において自動的に警報するための装置

原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が原子炉制御室冒一ーーー^

に出入りするための区域遮蔽壁その他の適切に放射線から防護するための設備、気

体状の放射性物質及び原子炉制御室外の火災により発生する燃焼ガスに対し換気設備

を隔離するための設備その他の適切に防護するための設備

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

36
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(放射性廃棄物の処理施設)

第三十七条工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において放射性廃棄物.(実

用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射性廃棄物をいう。以下同じ。)を処理する

施設(安全施設に係るものに限る。以下この条において同じ。)を設けなければならな

い。

周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃

度を十分に低減できるよう、発電用原子炉施設において発生する放射性廃棄物を処理

する能力を有するものとすること。

液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性物質を処理する施設か

ら液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止し、及び工場等外へ液体状の放射性

廃棄物が漏えいすることを防止できるものとすること。

固体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性廃棄物を処理する過程

において放射性物質が散逸し難いものとすること。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

、

訴

、
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(放射性廃棄物の貯蔵施設)

第二十八条工場等には、次に掲げるところにより、発電用原子炉施設において発生する

放射性廃棄物を貯蔵する施設(安全施設に係るものに限る。)を設けなければならない。

放射性廃棄物が漏えいし難いものとすること。

固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあっては、放射性廃棄物による

汚染が広がらないものとすること。

適合のための設計方針

ノ

型式証明申請の範囲外とする。

. '
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(工場等周辺における直接線等からの防護)

第二十九条設計基準対急施設は、通常運転時において発電用原子炉施設からの直接線及

びスカイシャイン線による工場等周辺の空間線量率が十分に低減できるものでなければ

ならない。

適合のための設計方針

MSF-2Ⅱ型は、通常運転時において発電用原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン

線による工場等周辺の空間線量率が十分に低減できるよう、通常貯蔵時の MSF・2Ⅱ型表面

の線量当量率を 2msv/h 以下とし、かつ、 MSF-24P 型表面から lm 航れた位置における線

量当量率を 100μSV/h 以下となる設計とする。

なお、空間線量率の評価については、型式証明申請の範開外とする。

39



(放射線からの放射線業務従事者の防護)

第三十条設計・基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場合

には、次に掲げるものでなければならない。

放射線業務従事者'(実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放射線業務従事者を

いう。以下同じ。)が業務に従事する場所における放射線量を低減できるものとする

こと。

放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、迅速

な対応をするために必要な操作ができるものとすること。

2 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線管理施設を設けな

ければならない。

3 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その他当該情報を伝達

する必要がある場所に表示できる設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなけれ

ばならない。

如

適合のための設計方針

1 について

MSF-2Ⅱ型は、放射線業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を低減で

きるよう、通常貯蔵時の MSF-24P 型表面の線量当量率を 2皿SV/h 以下とし、かつ、

MSF-2Ⅱ型表面から lm 離れた位置における線量当量率を 100μSV/h 以下となる設計

とする。

なお、放射線業務従事者が業務に従事する場所における放射線量の評価については、

型式証明申請の範囲外とする。

型式証明申請の範囲外とする。

2 について

型式証明申請の範囲外とする。

3 について

型式証明申請の範囲外とする。

二



(監視設備)

第三十一条発電用原子炉施設には、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基

準事故時において、当該発電用原子炉施設及びその境界付近における放射性物質の濃度

及び放射線量を監視し、及び測定し、並びに設計基準事故時における迅速な対応のため

に必要な情報を原子炉制御室その他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設

備(安全施設に属するものに限る。)を設けなければならない。
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適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。



(原子炉格納施設)

第三十二条原子炉格納容器は、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損壊し、又は故

障した場合において漏えいする放射性物質が公衆に放射線障害を及ぼさないようにする

ため、想定される最大の圧力、最高の温度及び適切な地震力に十分に耐えることができ、

かつ、適切に作動する隔艇機能と併せて所定の漏えい率を超えることがないものでなけ

ればならない。

2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化

時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するもので

なければならない。

3 原子炉格納容器を貫通する配管には、隔雛弁(安全施設に属するものに限る。次項及

び第五項において同じ。)を設けなければならない。ただし、計測装置又は制御棒駆動

装置に関連する配管であって、当該配管を通じての漏えい量が十分許容される程度に抑

制されているものについては、こ,の限りでない。

4 主要な配管(事故の収束に必要な系統の配管を除く。)に設ける隔睡弁は、設計基準

事故時に隔離機能の確保が必要となる場合において、自動的、かつ、確実に閉止される

機能を有するものでなけれぱならない。

5 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより隔雜弁を設けなければならない。

原子炉格納容器に近接した箇所に設置するものとすること。

原子炉格納容器内に開口部がある配管又は原子炉冷却材圧カバウンダリに接続して

いる配管のうち、原子炉格納容器の外側で閉じていないものにあっては、原子炉格納

容器の内側及び外側にそれぞれ一個の隔雜弁を設けるものとすること。ただし、その

一方の側の設置箇所における配管の隔籬弁の機能が、湿気その他隔離弁の機能に影響

を与える環境条件によって著しく低下するおそれがあると認められるときは、貫通箇

所の外側であって近接した筒所に二個の隔蹴弁を設けることをもって、これに代える

ことができる。

原子炉格納容器を貫通し、貫通箇所の内側又は外側において閉じている配管にあっ三

ては、原子炉格納容器の外側に一個の隔航弁を設けるものとすること。ただし、当該

格納容器の外側に隔籬弁を設けることが困難である場合においては、原子炉格納容器

の内側に一個の隔離弁を適切に設けることをもって、これに代えることができる。

四前二号の規定にかかわらず、配管に圧力開放板を適切に設けるときは、原子炉格納

容器の内側又は外側に通常時において閉止された一個の隔離弁を設けることをもっ

て、前二号の規定による隔離弁の設置に代えることができる。

五閉止後において駆動動力源が喪失.した場合におい、ても隔雜機能が失われないものと

すること。

6 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損壊し、又は故障し

呪
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た際に生ずる原子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇により原子炉格納容器の健全性に

支障が生ずることを防止するため、原子炉格納容器内において発生した熱を除去する設

備(安全施設に属するものに限,る。)を設けなければならない。

フ'発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が損壊し、又は故障し

た際に原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏えいすることにより公衆に放射線障

害を及ぽすおそれがある場合は、放射性物質の濃度を低減させるため、原子炉格納施設

内の雰囲気の浄化系(安全施設に係るものに限る。)を設けなければならない。

8 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設が、損壊し、又は故障し

た際に生ずる水素及び酸素により原子炉格納容器の健全性を損なうおそれがある場合

は、水素及び酸素の濃度を抑制するため、可燃性ガス濃度制御系(安全施設に係るもの

に限る。)を設けなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申諸の範囲外とする。
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(保安電源設備)

第三十三条発電用原子炉施設は、重要安全施設がその機能を維持するために必要となる

電力を当該重要安全施設に供給するため、電力系統に連系したものでなければならない。

2 発電用原子炉施設には、非常用電源設備(安全施設に属するものに限る。以下この条

において同じ。)を設けなけれぱならない。

3 保安電源設備(安全施設へ電力を供給するための設備をいう。)は、電線路、発電用

原子炉施設において常時使用される発電機及び非常用電源設備から安全施設への電力の

供給が停止することがないよう、機器の損壊、故障その他の異常を検知するとともに、

その拡大を防止するものでなければならない。

4 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は、それぞれ互いに独立

したものであって、当該設計基準対象施設において受電可能なものであり、かつ、それ

により当該設計基準対象施設を電力系統に連系するものでなければならない。

5 前項の電線路のうち少なくとも一回線は、設計基準対象施設において他の回線と物理

的に分航して受電できるものでなければならない。

6 設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の工場等の二以上の発電用原子炉施設を

電力系統に連系する場合には、いずれの二回線が喪失した場合においても電力系統から

これらの発電用原子炉施設への電力の供給が同時に停止しないものでなければならな

い。

7 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は多様性を確保し、及び独立性を確保

し、その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても、運転時の

異常な過渡変化時又は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対処

するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有するものでなけれぱならな

い。

8 設計基準対象施設は、他の発電用原子炉施設に属する非常用電源設備及びその附属設

備から受電する場合には、当該非常用電源設備から供給される電力に過度に依存しない

ものでなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。
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(緊急時対策所)

第三十四条工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常が発

生した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所を原子炉制御室以外の場所に設けな

ければならない。

2 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有毒ガスが発生した

場合に適切な措置をとるため、工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置

及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警報す

るための装置その他の適切に防護するための設備を設ιナなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。
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(通信連絡設備)

第三十五条工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の人に対し必要

な指示ができるよう、警報装置(安全施設に属するものに限る。)及び多様性を確保し

た通信連絡設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなければならない。

2 '工場等には、設計基準事故が発生した場合において発電用原子炉施設外の通信連絡を

する必要がある場所と通信連絡ができるよう、多様性を確保した専用通信回線を設けな

ければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。

゛
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(補助ボイラー)

第三十六条発電用原子炉施設には、設計基準事故に至るまでの間に想定される使用条件

に応じて必要な蒸気を供給する能力がある補助ボイラー(安全施設に属するものに限る6

次項において同じ。)を設けなければならない。

2 補助ボイラーは、発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでなければならない。

適合のための設計方針

型式証明申請の範囲外とする。
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4.安全設計に関する評価・

4.1 臨界防止機能

臨界解析では、MSF・24P型及び燃料集合体の実形状を三次元でモデル化し、中性子実

効増倍率の計算を臨界解析コードKENO・Ⅵで行う SCALE コードシステムを用いる。

臨界解析では、代表として 17×17 燃料 48.00鯏Wd/t 型(A型)の新燃料を用いる。

使用済燃料集合体には可燃性毒物としてガドリニアを添加した燃料棒が含まれる場合

があるが、中性子実効増倍率の評価に当たってはガドリニアの存在を無視する。また、

使用済燃料集合体を MSF-g4P 型に 24体収納した状態を設定し、 MSF-24P型相互の中性

子干渉を考慮して、.MSF-24P.型が無限に配列している体系とする。さらに、バスケット

内の使用済燃料集合体は、中性子実効増倍率が最大となるように MSF-NP 型に配置す

るとともに、バスケットプレート板厚、内のり等の寸法条件について公差を考慮し、

中性子吸収材のほう素添加量を仕様上の下限値とするなど、安全裕度を見込むこ"とと

する。なお、設計貯蔵期問経過後の中性子吸収材及びバスケット格子中のほう素の減

損割合は非常に小さいため、これを無視する。

上記条件に基づく解析の結果、第 1-4 表に示すように、統計誤差として標準偏差の

3倍を考慮した中性子実効増倍率は0.鮖以下を満足している。

4.2 遮蔽機能

遮蔽解析では、DOT3.5 コード及びNCNP コードを用いて線量当量率を評価する。線量

当量率評価に用いる線源強度は、収納する使用済燃料の種類、燃焼度、濃縮度、冷却

期間等を条件に、燃焼計算コード0RIGEN2 を用いて求める。

線源強度の計算には、使用済燃料集合体平均燃焼度に対する軸方向の燃焼度の比を

包含する燃焼度分布(以下「ピーキングファクター」という。)を考慮する。なお、バ

ーナブルポインズン集合体は、構造材としての遮蔽効果は無視し、線源強度のみを考

慮する。

線量当量率の評価は、代表として・17× 17 燃料 48,00山Nd/t 型(A型)を対象として

実施する。

線量当量率の評価に当たっては、使用済燃料集合体の燃焼度に応じた収納位置を考

慮する。また、設計貯蔵期間中における MSP-24P 型の中性子遮蔽材の熱による遮蔽性

能の低下を考慮する。

上記条件に基づく解析の結果、第卜4表に示すように、表面及び表面から1Ⅱ眺れた

位置における最大線量当量率は、それぞれ2msvh以下及び 100μSV/h以下を満足して

いる。
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4.3 除熱機能

除熱解析は、 MSF-24P 型の実、形状を三次元でモデル化し、有限要素法コード飴AQUS

を用いて行う。

使用済燃料の種類、燃焼度、濃縮度、冷却期間等を条件に燃焼計算コード 0RIGEN2

を用いて求めた崩壊熱量、及び使用済燃料集合体の燃焼度に応じた収納位置を入力条

件として、燃料被覆管及び安全機能を維持するうぇで重要な構成部材の温度を評価し、

燃料被覆管の温度が制限温度以下となること、また、構成部材は、その健全性に影響

を与えない温度となることを確認する。

燃料被覆管の温度は、燃料集合体の径方向断面の二次元モデルで評価する。また、

構成部材の温度評価に当たっては、使用済燃料集合体のピーキングファクターを考慮

して、最大崩壊熱量を上回る崩壊熱量を設定する。さらに、燃料被覆管の温度評価に

当たっては、軸方向を断熱条件とするなど、十分な保守性を見込むこととする。除熱

解析では、代表として 17× 17 燃料 48,000脚Ⅷ/t 型(A型)を対象とする。

上記条件に基づく解析の結果、第卜4 表に示すように、燃料被覆管は制限温度を満

足している。また、構成部材の温度は、その健全性に影響を与えない温度である。

4.4 閉じ込め機能

MSF・24P型の閉じ込め構造を第 1-8 図に、シール部詳細を第 1-9 図に示す。

閉じ込め評価では、設計貯蔵期問中に MSF・2Ⅱ型内部の負圧を維持できる漏えい率

を求める。

漏えい率は、シールされる流体、シール部温度及び漏えいの上流側と下流側の圧力

に依存する。したがって、キャスク本体内部圧力変化は、蓋問圧力とキャスク本体内

部圧力の圧力差のもとで、ある漏えい率をもつシール部を通してキャスク本体内部へ

流入する気体の漏えい量を積分することによって求められる。

MSF・訓P型の閉じ込め評価の基準となる基準漏えい率は、設計貯蔵期間中にキャスク

、本体内部の負圧が維持できる漏えい率として定義され、使用する金属ガスケットが確

保可能な閉じ込め機能及び搬出前の漏えい検査の判定基準として確認可能な漏えい率

(リークテスト判定基準)を上回るものでなければならない。

基準漏えい率を求めるに当たり設定した評価条件として、蓋間圧力は一定とし、蓋

問空問のガスはキャスク本体内部側にのみ漏えいするものとして漏えい率の計算を行

う。また、大気圧は、気象変化による圧力変動を考慮した値として 9.フ×104 Pa とす

る。キャスク本体内部空問の圧力の算定に当たっては、使用済燃料の破損率として、

米国の使用済燃料の乾式貯蔵中における漏えい燃料発生率(約0.01%)、及び日本の軽

水炉における運転中の漏えい燃料発生率(約 0.01%以下)を考慮し、保守的な値とし

て 0.1%とする。

四



閉じ込め評価の結果、第卜4 表に示すように、金属ガスケットの漏えい率は基準漏

えい率以下を満足している。

4.5 長期健全性

使用済燃料集合体の貯蔵中に構成部材が劣化する要因としては、放射線照射、熱及

び腐食が者えられるため、これらの要因に対する構成部材の設計貯蔵期間における健

全性評価を以下に示す。

Ⅱ)キャスク本体及び蓋部(金属ガスケットを除く)の長期健全性

キャスク本体及び蓋部(金属ガスケットを除く)の主要な構成部材は、胴、外筒、

一次蓋、二次蓋、貯蔵用三次蓋、蓋ボルト、トラニオン、中性子遮蔽材及び伝熱フ

インである。

佃放射線照射による劣化

イ.胴、外筒、一次蓋、二次蓋、蓋ポルト

胴、外筒、一次蓋、二次蓋及び蓋ボルトに使用する材質は炭素鋼又はニッ

ケルクロムモリブデン鋼であり、中性子照射量が 1016(n/cm2)までは、顕

著な機械的特性変化は見られないことが示されており、使用環境はその

範囲内である。

ロ.貯蔵用三次蓋、トラニオン

貯蔵用三次蓋及びトラニオンに使用する材質はステンレス鋼であり、

中性子照射量が 1017(n/C皿2)までは、顕著な機械的特性変化は見られない
( 8 )

ことが示されており、使用環境はその範囲内である。

ハ.中性子遮蔽材

MSF-24P 型で用いる中性子遮蔽材(レジン)は、 104(Gy)程度のガンマ

線照射量、又は 1015(n/C皿り程度の中性子照射量までは質量減損に影響を
(4)(9)

与えない ことが示されており、使用環境はその範囲内である。

イ云熱フィン

伝熱フィンに使用する材質は銅であり、中性子照射量が 1016(n/C肌2)ま

では、顕著な機械的特性変化は見られない細)ことが示されており、使用環

境はその範囲内である。

山)熱による劣化

イ.胴、外筒、一次蓋、二次蓋、蓋ボルト

胴、外筒、一次蓋、二次蓋及び蓋ボルトに使用する炭素鋼及びニッケルク

ロムモリプデン鋼は、設計用強度・物性値が規定(2)されており、使用環境
はその温度範囲内である。

50



ロ.貯蔵用三次蓋、トラニオン

貯蔵用三次蓋及びトラニオンに使用するステンレス鋼は、設計用強度・物

性値が規定されており、使用環境はその温度範囲内である。

ハ.中性子遮蔽材

遮蔽解析では、設計貯蔵期問中の熱によるレジンの質量減損が生じるため、

レジンの質量減損式を用いて、質量減損量を吉慮した遮蔽計算を行って

いる。

ニ.イ云熱フィン

伝熱フィンに使用する銅は、設計用強度・物性値が規定されており、

使用環境はその温度範囲内である。

佃腐食による劣化

イ.胴、外筒、一次蓋、二次蓋、蓋ボルト

胴内面、一次蓋及び二次蓋内面は、胴内及び蓋問にへりウムガスを封入し、

不活性ガス雰囲気が維持されるため、腐食の影響はない。

また、胴外面、外筒内面及び一次蓋は、中性子遮蔽材に接しており、中性

子遮蔽材の熱劣化により水が生じるが、中性子遮蔽材充填空問は閉鎖環境に

あり、酸素が連続的に供給されないため腐食の影響はない。

なお、大気に触れる部分については、塗装Xはメッキによる防錆処置によ

り腐食を防止する。

ロ.貯蔵用三次蓋、トラニオン

貯蔵用三次蓋及びトラニオンに使用するステンレス鋼は大気に触れるが、

耐食性に優れた材料であり、腐食の影響はない。

また、トラニオンの内面は、中性子遮蔽材に接しており、'中性子遮蔽材の

熱劣化により水が生じるが、中性子遮蔽材充填空間は閉鎖環境にあり、酸素

が連続的に供給されないため腐食の影縛はない。

ハ.中性子遮蔽材

中性子遮蔽材は熱により化学的に劣化するため、制「熱による劣化」に

示すとおりレジンの質量減損量を評価し、質量減損量を考慮した遮蔽計算を

行っている。

イ云熱フィン

伝熱フィンは中性子遮蔽材に接しており、中性子遮蔽材の熱劣化により水

が生じるが、発生する水分量は限定的である。また、中性子遮蔽材充填空問

は閉鎖環境にあり、かつ、酸素は連続的に供給されないため、伝熱フィン及
'

と胴及び外筒との接合部において異種金属接触による腐食促進の影響はな

い。
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②金属ガスケットの長期健全性

(a)放射線照射による劣化

金属ガスケットに使用する材質はアルミニウム及びニッケル基合金であり、

中性子照射量がそれぞれ 1019(n/伽2)又は 1021(n/cm2)までは、顕著な機械
(12)(13)

的特性変化は見られない ことが示されており、使用環境はその範囲内で

ある。

山)熱による劣化

高温時の健全性についてラーソン・ミラー・パラメータ(LMP)で評価すると、

0の

巧0 ででは 100年以上閉じ込め機能を維持できる。さらに、設計貯蔵期闇中

の温度条件において長期密封性能試験(19年以上)が実施され、閉じ込め機能

が維持されることが確認されている(5)。

佃腐食による.劣化

一次蓋の金属ガスケット及び二次蓋の金属ガスケットの内側は、不活性ガス雰

囲気であり腐食の影粋はない。また、二次蓋の金属ガスケットの外側は大気と接

触するが、使用環境より厳しい塩水噴霧環境においても金属ガスケットの漏えい

率に変化がないことが確認されている。

噐

偲)バスケットの長期健全性

バスケットの主要な構成部材は、バスケットプレート及び中性子吸収材である。

バスケットプレートに使用する材質は、アルミニウム合金であり、中性子吸収材

に使用する材質は、ほう素添加アルミニウム合金である。

仏)放射線照射による劣化

バスケットプレートに使・用するアルミニウム合金は、中性子照射量が 10】6

(n/cm2)までは、顕著な機械的特性変化は見られないことが示されており、

使用環境はその範囲内である。

設計貯蔵期間経過後の中性子吸収材に含まれるほう素の減損割合は、安全側に

MSF-24P 型に収納する使用済燃料集合体の全中性子束を用いて評価しても 10-5

程度であり、劣化による臨界防止機能への影響は無視し得るレベルである。

剛熱による劣化

バスケットプレートに使用するアルミニウム合金は、設計用強度・物性値が規

定されており、使用環境はその温度範囲内である。その温度範囲で使用する

ため、熱による経年変化を者慮する必要はない。なお、バスケットプレートに使

用するアルミニウム合金の設計用強度は、設計貯蔵期問中の熱ぱく露条件住50て)

を模擬した条件での材料試験により得られた材料特性を保守的に包絡するよう

に設定しており、クリープによる設計貯蔵期間中の熱ばく露による強度低下を適



切に考慮している 0

また、中性子吸収材に含まれる炭化ほう素は熱に対する安定性を有しているた

め、臨界防止機能への影響はない。

圃腐食による劣化

バスケットプレート及び中性子吸収材が設置される胴内にへりウムガスを封

入し、不活性ガス雰囲気が維持されるため、腐食の影響はない。

(6)、(1田

④緩衝体の長期健全性

緩衝体の主要な構成部材は、緩衝材(木材)並びにカバープレート及びりブ(ス

テンレス鋼)である。

仏)放射線照射による劣化

木材は、ガンマ線照射量が 105(rad)までは、顕著な機械的特性変化は見ら
(17)
ことが示されており、使用環境はその範囲内である。れない

ステンレス鋼は、中性子照射量が 1017(n/cm2)までは、顕著な機械的特性

変化は見られないことが示されており、使用環境はその範囲内である。

山)熱による劣化

木材を空気中又は酸素の中で加熱すると 180で前後で分解が始まり可燃性ガ

スを発生するとされているが、緩衝材温度は100で以下であり、かつ、木材

充填空間は閉鎖環境であるため、熱により分解されることはない。

ステンレス鋼は、設計用強度・物性値が規定されており、使用環境はその

温度範囲内である。

(C)腐食による劣化

自然環境における木材の劣化要因として、木材細胞壁を分解する腐朽菌の付着

による腐朽があり、雨水浸入などにより木材含水率が30%以上の使用環境となる

ことにより腐朽が生じるとされている。緩衝材の含水率は約 15%以下であり、

また、木材充填空間は閉鎖環境であるため、腐食の影響はない。

緩衝体のカバープレート及びりブに使用するステンレス鋼は、大気に触れるが、

耐食性に優れた材料であり腐食の影響はない。

、
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4.6 自然現象に対する安全機能維持評価

地震、津波及び竜巻に対する安全機能維持評価を以下に示す。

4.6.1 地震

MSF-2Ⅱ型は、輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯

蔵される。輸送荷姿による貯蔵においては、安全機能は維持され、また、蓋部の金

属部への衝突が生じない設置方法による貯蔵においては、兼用キャスク蓋部の金属

部への衝突に対して安全機能は維持される。

4,6.2 津波

津波荷重として、浸水深に基づく津波波力並びに流速及び漂流物質量に基づく漂

流物衝突荷重の組合せを考慮し、MSF・2卯型に発牛する津波荷重を算定する。津波

波力の算定には、「原子力発電所耐津波設計技術規定σnC4能9-2014)」に示され

る評価式を、また、漂流物衝突荷重の算定には、「道路橋示方書・同解説(1共通

編・Ⅳ下部構造編)」に示される評価式を用いる。

上記条件に基づく評価の結果、第 1-4表に示すように、津波荷重は「核燃料物質

等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則(令和元年7月1日施行)」(以

下「事業所外運搬規則」という。)に示される」般の試験条件で作用する衝撃荷重

(0.3m落下)より小さいため、安全機能は維持される。

4.6.3 竜巻

竜巻荷重として、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド(令和元年9月6日施行)

(以下「竜巻影響評価ガイド」という。)J に基づき、風圧力による荷重、気圧差に

よる荷重及び設計飛来物による衝撃荷重を組み合わせた複合荷重を考慮し、MSF・24P

型に発生する竜巻荷重を算定する。'なお、設計飛来物による衝撃荷重は、設計飛来

物の圧潰挙動を無視したRieraの式を適用する。

また、設計飛来物がMSF-24P型に衝突する場合の貫通限界厚さを「竜巻飛来物の

衝撃荷重による構造物の構造健全性評価手法ガイドラインσSMES 枢6-2019)」に

示される BRL式を用いて評価する。

上記条件に基づく評価の結果、第 1-4表に示すように、竜巻荷重は、事業所外運

搬規則に示される一般の試験条件で作用する衝撃荷重(0.3血落下)より小さい。ま

た、 MSF-2Ⅱ型の外郭を構成する外筒の板厚は貫通限界厚さを上回っており貫通し

ない。したがって、安全機能は維持される。
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全質量(使用済燃料集合体を含む)

項

収

最

第卜1表 MSF・2Ⅱ型の仕様

目

大

納

キャスク本体

崩

胴(ガンマ線遮蔽材)

外筒(ガンマ線遮蔽材)

トラニオン

中性子遮蔽材

イ舌熱フィン

体

壊

主

熱

仕

数

量

要

蓋

材

135 t 以下

6.8 血以下

3.6 肌以下

質

邦

様

バスケ ツ

討体

炭素鋼

炭素鋼

析出硬化系ステンレス鋼

レジン(エポキシ系樹脂)

銅

15.8 kw

ボル

スケ

性

(注1)

緩衝体

ト

トプ

吸

内

緩 衝

カバープレート

ト

弱

(注3)

部

炭素鋼

炭素鋼

ステンレス鋼

ニッケルクロムモリブデン鋼

閉

ト

'材

(注1)劣蔵用三次蓋は原子力発電所敷地外への運搬に用いられる三次蓋と同等の構造である。

(注2)バスケットプレートに使用するアルミニウム合金の材料名称は湘一船004-H112である(別

添1-1参R動。

(注3)緩衝体は原子力発電所敷地外への運搬に用いられる緩衝体と同一である。

じ

充

金属ガスケット

込

填

材

リブ

め

.

ル

ガ

監視

アルミニウム合金

ほう素添加アルミニウム合金

ス

方

材

式

木材

ステンレス鋼

(注2)

圧カセンサによる蓋間圧力監視

へりウムガス

長
径

全
外

寸
法

蓋
蓋

蓋

次
次
次三用蔵

三
貯
蓋

レ
収

シ

バ
中

ジ
子



項

使用済燃料集合体の種類

第1-2表(1/2)

目

形

使用済燃料集合体の仕様

状

集

仕

質

全

体

48,00OMwd/t 型

幅

A型

初期濃縮度

(集合体平均)

長

・17× 17 燃料

量

最高燃焼度

B型

冷

様

(注 1 )

39,00OMwd/t 型

約討4 肌

却

A型

収

期

4.2 Wt%以下

約 4100 血

納

間

約,認o kg

48,000 棚阿/t

体

平均燃焼度

B型

15年以上

数

(注1)最高燃焼度とは、収納する燃料集合体1体の燃焼度の最大値を示す。

(注2)平均燃焼度とは、収納する全燃料集合体に対する燃焼度の平均値を示す。

崩

(注2)

17年以上

壊

3.7 Wt%以下

熱

39,00O Mwd/t

量

巧年以上

羽体

",00O Mwd/t 以下

17年以上

15.8 kW 以下

、
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項

使用済燃料集合体の種類

第卜2表(2/2)

目

形

状

使用済燃料集合体の仕様

集

仕

質

全

体

48,00OMwd/t 型

幅

A型

初期濃縮度

(集合体平均)

長

15× 15 燃料

量

最高燃焼度

B型

冷

様

(注1〕

諦,00OM阿/t 型

約 214 皿

却

A型

収

期

4.1 Wt%以下

約 4100 肌

納

問

約 670 捻

48,00O Mwd/t

体

平均燃焼度

B型

巧年以上

数

(注1)最高燃焼度とは、収納する燃料集合体1体の燃焼度の最大値を示す。

(注2)平均燃焼度とは、収納する全燃料集合体に対する燃焼度の平均値を示す。

崩

(注2)

17年以上

壊

3.5 Wt%以下

諦,000 脚阿/t

量

15年以上

叫体

44,000 肝d/t 以下

17年以上

巧.8 kW以下

肌

合

燃
料
集
合
体
1
体
の
仕
様

兼
用
キ
ャ
ス
ク
ー
基
当
た
り
の
仕
様

熱



項

第卜3 表(1/2)

バーナブルポイズン集合体の

種 類

バーナブルポイズン集合体の仕様

集

目

質

全

照

体

仕

幅

冷

射

17× 17 燃料用

A型

長

兼用キャスク

納収

様

却

期

量

約 161 皿

期

間

約卯卯皿

1基当たり

体

B型

第 1-3 表(2/2)

項

間

約 29 kg

バーナブルポイズン集合体の

種 類

駆

バーナブルポイズン集合体の仕様

巧年以上

集

目

質

全

照

体

仕

幅

冷

射

巧X15 燃料用

A型

長

兼用キャスク 1

納収

様

却

期

量

約 156 ⅢⅢ

期

間

約 4000 皿

B型

基当た

体

問

約 26 kg

りの

数

巧年以上

枠囲みの内容は商業機密に属するため公開できません。

合

の
数

合

形
状

形
状



項

第卜4 表 MSF-24P 型評価結果(Vの

,カ

表面最大線量当量率

仲

目

59

乾燥状態

燃料被覆管'最高温度

冠水状

除

評価結果

兼用キャスク

構成部材

最高温度熱

0,39

胴、外筒、蓋部

0.92

中性子遮蔽材

(レジン)

1.2 msv/h

設計基準値

金属ガスケットの漏えい率

金属ガスケット

87 μSV/h

(注 D 別添 1-1参照。

(注2)設計貯蔵期問中にキャスク本体内部の負圧が維持できる漏えい率(標準状態)を示す。

バ

215气)

0.95

ス ケ

140で

2 msv/h

ツ

100 μ SV/h

135で

ト

275叉J (1 )

115气)

350で{2}

185て

N9で怜H村

1,6 × 10、6
Pa ・m3/S

130で 15)

250で腔 1)1田

2.6 × 10

Pa .m3/S (注 2 )

置
率
位
量
た
当
れ
量
離
線
肌
大

1
 
白
取

ら
る

子
率

性
増

中
実

臨
界
防
止

遮
蔽

閉
じ
込
め

表
に
面
お
カ
+



項

地

目

第卜4表 MSF-2Ⅱ型評価結果伐/幻

津

震

波

輸送荷姿による貯蔵においては、安全機能は維持される。

蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法による貯蔵に

おいては、兼用キャスク蓋部の金属部への衝突に対して

安全機能は維持される。

価

荷

巻

結

重

(注1) 0.3m垂直落下時及び0.3Ⅱ水平落下時に兼用キャスクに生じる衝撃力の小さい方

(注2)竜巻影響評価ガイドに示される飛来物のうち、竜巻荷重が最も大きいトラックの結果

(注3)竜巻影響評価ガイドに示される飛来物のうち、貫通限界厚さが最も大きい鋼製材の結果

(注4)兼用キャスクの外郭を構成する部材のうち最も板厚の薄い外筒厚さ

貫通

果

限

重

9. O × 106 N

界厚

ヨ十
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1.概要

本書は、 MSF-24P 型のバスケットプレートに適用するアルミニウム合金(MB-A3004-H112)の

材料規定及び製造管理規定について説明するものである。

、

ノ

、
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2.適用範囲

本材料をMSF-2Ⅱ型のバスケットプレートに適用するにあたり、本材料及びこれを使用する

バスケットは以下の事項に適合すること。

山設計貯蔵期間(供用期間)は 60年以下であること。

②バスケットが収納されるキャスク本体内部には、設計貯蔵期問中へりウムガスを封入し、

不活性ガス雰囲気が維持されていること。

促)バスケットは耐圧構造でないこと。

④バスケットは溶接部がない構造とすること。

伍)本材料はボルト材として使用しないこと。

(6)供用状態によらずバスケットプレートの発生応力は、弾性範囲内であること。

⑦供用状態によらずバスケットは長期問にわたる熱応力を生じない構造とすること。

を

別添卜1



3.材料規定
,

本規定は、設計貯蔵期間における熱劣化を考慮した設計評価に適用する材料規定である。な

お、本規定を適用する材料は、4章に示す製造管理規定を満足しなければならない。

3.1 材料名称

材料の規定名称は第3-1表に示すものであること。

3.2 化学成分

化学成分は第3-2表に示す百分率の値の範囲内にあること。

3.3 設計応力強さ

設計応力強さは第3-3表の規定によること。

3.4 許容引張応力

許容引張応力は第3-4表の規定によること。

3.5 設計降伏点

設計降伏点は第3-5表の規定によること。

3.6 設計引張強さ

設計引張強さは第3-6表の規定によること。

3.フ 縦弾性係数

縦弾性係数は第3-7表の規定によること。

3.8 熱膨張係数

熱膨張係数は第3-8表の規定によること。

別添 1-1



バスケットプレート用材料

アルミニウム合金 G侶一A3004-H112)

材料の名称

第3-1表材料の規定名称

記号
Si

脇一A3004

Fe

記号

第3-2表化学成分規定

0.30

以下

胎一A3004

CⅡ

0.フ

以下

Mn

化学成分

0.25

以下

質別

Mg

1.1

以上

1.5

以下

H112

1.0

以上

1.3

以下

Cr

(mass%)

h
Ga, V, N i,

B, zr など

0.25

以下

TI
その他

個々 合計

0.05

以下

AI

0.15

以下
残部

別添 1-1 4



記号

第 3-3表材料の各温度における設計応力強さSm 姓1)姓2)

耶一A3004

(注 1)

(注 2 )

-40

~卯

訂

温度の中間における値は、比例法によって計算する。

時効による強度低下を考慮した値である。

75

37

100

訂

、、

記号

125

(注1)(注2)第3-4表材料の各温度における許容引張応力S

脇一A30叫

温

訂

巧0

(注D

(注 2)

-40
~40

度(て)

訴

175

温度の中間における値は、比例法によって計算する。

時効による強度低下を吉慮した値である。

訴

訂

75

200

肌

36

100

225

記号

訂

31

材料の各温度における設計降伏点Sゞ第 3-5 表

脇一A3004

250

祉

125

単位: Mpa

(注D

(注 2 )

-40

~卯

25

訂

275

度(で)

150

温度の中間における値は、比例法によって計算する。

時効による強度低下を考慮した値である。

56

21

閥

300

羽

56

175

17

100

21

56

記号

200

125

第3-6表材料の各温度における設計引張強さS U

MB-A3004

祉

56

巧

単位: Mpa

150

(注 D

(注 2 )

-40
~卯

225

度(て)

56

Ⅱ

175

153

温度の中問における値は、,比例法によって計算する。

時効による強度低下を考慮した値である。

(注1)(注2)

250

乃

56

200

153

100

56

225

153

125

認

250

1皿

151

単位: Mpa

150

46

度(て)

275

140

175

能

(注1)(注2)

300

126

200

30

1 10

225

別添 1-1
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単位: Mpa

フフ

275

腿
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記号

MB-A3004

(注D 温度の中間における値は、比例法によって計算する。

材料の各温度における縦弾性係数俄D第 3-7 表

却

73900

,

50

73300

75

π800

記号

100

72100

1偲一A3004

区分
註 2)

125

温

第3-8表材料の各温度における熱膨張係数 (注1)

71400

(注1)温度の中問における値は、

(注2)区分Aは瞬時熱膨張係数、

150

度(で)

A

1

即

70600

ノ

22.75

B

175

50

22.田

69800

器.52

200

祐

23.14

能900

24.02

225

100

器.48

67900

24.42

250

温度

125

単位: Mpa

器.76

66900

24.76

比例法によって計算する。

区分Bは常温から当該温度までの平均熱膨張係数を表す。

150

275

器.99

25.05

(で)

65800

175

300

24.17

25.託

64600

単位:× 10-6 mⅢ/mm・で

200

24,33

25.能

225

24.48

26.06

250

24.船

26.54

275

24.79

27.14

300

24.99

27.91

25.24

別添卜1



4.製造管理規定

本規定は、製造管理に係る規定である。

山化学成分は、第3-2表に示す百分率の値の範囲内にあること。この場合において、化学成

分は溶湯成分分析によること。化学成分の分析試験は、ⅡSH4100「アルミニウム及びア

ルミニウム合金の押出形材」(以下「ⅡS H 410化という。')によること。

②材料の製造は、第4-1図に示す製造フローに従い、熱間押出成形加工されたものであるこ

と。

促)材料は、熱間押出成形加工後、熱処理は行わず、空冷されたものであること。熱間加工に

よって得られるか又はごくわずかな冷間加工を加えただけの状態であること。質別Ⅲ12

は、 nsHO001、「アルミニウムゞマグネシウム及びそれらの合金一質別記号」によること。

④機械的性質は、第4-1表に示す値に適合すること。

⑤製品の寸法の許容差は、以下及びⅡSH4100 によること。これを逸脱する寸法を適用す

る場合、機械的性質が第4-1表を満足することを確認すること。

・肉厚 16肌以下

(柱 1)・押出比 :10 以上

(注1)ビレットの押出方向に垂直な断面積と押出材の押出方向に垂直な断面積の比

(6)本材料は、耐食性向上等を目的として表面処理を行う場合がある。表面処理を行う場合、

機械的性質が第4-1表を満足することを確認すること。

⑦本材料は、第4-1図の製造フローの各段階において、第4-2表に示す品質管理を行う。

侶)上記規定以外の規定については、 HS H 4100 又は EN 755-1 rANminium and a1如iniUⅢ

a110ys- ExtrⅡded rod/bar, tube and profiles - part l: TeC加 ical condH i0船 for

血Specuon 肌d delivery」によること。

別添 1-1



記号

鷲一A3004

(注 1)

(注 2 )

引張強さ(Mpa)

第4-1表機械的性質姓.D

時効による強度低下を考慮しない供用開始前の製造管理値である。

吸収エネルギーの規定はⅡSZ 詑42のVノッチ試験で得られる押出方向に平行な

L方向及び垂直なT方向各3試験片の個々の値である。

引張試験

(試験温度:常温)

185 以上

耐力(Mpa)

舗以上

製造工程姓2)

伸び(%)

①合金の溶解

15 以上

(注2)シャルピー衝撃試験

(試験温度:-40て)

⑥検査

吸収エネルギーσ)

第4-2表管理程度表継D

管理項目

材料特性

(初期材)

41以上

化学成分(溶湯)

③熱間押出

引張強度特性

シャルピー

衝撃特性

材料保証
(規定)

(注1)設計貯蔵期間における設計強度特性保証に係る材料管理程,度一覧である。

(注2)製造工程は第4-1図の製造フローに対応する。

組織観察

製造条件

0

押出比

製造管理

(参考)

押出条件

押出冷却条件

整直条件

0

0

質別

0

0

0

0

0

0
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添付書類二特定機器を使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響に関する説明書
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特定機器を使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響

1.1 特定機器を使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

MSF・2Ⅱ型は、MSF・2Ⅱ型を発電用原子炉施設において使用した場合に発電用原子炉施

設の安全性を損なうような影響を及ぼさない設計とする。

以下、 MSF-24P 型を発電用原子炉施設において使用した場合に発電用原子炉施設の安

全性を損なうような影響を及ぽさないことを、「実用発電用原子炉及びその付属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則(令和元年7月1日施行)」の各条に沿って確認す

る。

なお、添付書類一の3.「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則」に対する適合性において型式証明申請の範囲外とした条文は、確認

対象から除くものとする。

.



(設計基準対象施設の地盤)

第三条設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力(設計基準対象施設

のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線に

よる公衆への影響の程度が特に大きいもの(以下「耐震重要施設」という。)及び兼用キ

ヤスクにあっては、同条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。)が作用した

場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなけれ

ぱならない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤により十分に支持されなくてもその

安全機能が損なわれない方法により設けることができるときは、この限りでない。

2 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変形した場合においてもその安全機能が損なわれる

おそれがない地盤に設けなければならない。

3 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなけれぱなら

ない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤に変位が生じてもその安全機能が損なわれ

ない方法により設けることができるときは、この限りでない。

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1 について

MSF-2Ⅱ'型は、地盤により十分に支持されなくてもその安全機能が損なわれない輸送

荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とするため、発

電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

i
2 について

MSF-2Ⅱ型は、地盤が変形した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれがな

い輸送荷姿又は蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とするた

め、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

3 について

MSF・2Ⅱ型は、地盤に変位が生じてもその安全機能が損なわれない輸送荷姿又は蓋部

の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とするため、発電用原子炉施

設の安全性に影響を及ぽさない。



け也震による損傷の防止)

第四条設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければならな

い。

2 前項の地震力は、地震の発生によって,生ずるおそれがある設計基準対象施設の安全機

能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなけれぱならな

い。

3 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震による加速度によって作用する地震力(以下「基準地震動による地震力」という。)

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

4 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して

安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

5 炉心内の燃料被覆材は、基準地震動による地震力に対して放射性物質の閉じ込めの機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

6 兼用キャスクは、次のいずれかの地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがない

ものでなけれぱならない。

兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のい

かんにかかわらず判断するために用いる合理的な地震力として原子力規制委員会が別

に定めるもの

基準地震動による地震力

7 兼用キャスクは、地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1から5 について

MSF・2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

6 について

MSF-24P 型は、兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置さ

れる位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な地震力として原子力規制

委員会が別に定める地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがない輸送荷姿又は蓋

部の金属部への衝突が生じない設置方法により貯蔵する設計とするため、発電用原子炉

施設の安全性に影響を及ぼさない。

なお、地震時、周辺施設等からの波及的影響によりMSF-24型の安全機能が損なわれる

おそれがなく、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさないことを設置(変更)許可

申請において確認されるものとする。



7 について

MSF-24P型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

ノ
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(津波による損傷の防止)

第五条設計基準対象施設(兼用キャスク及びその周辺施設を除く。)は、その供用中に

当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波(以下「基準津波」とい

う。)に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれぱならない。

2 兼用キャスク及びその周辺施設は、次のいずれかの津波に対して安全機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。

兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどぅかをその設置される位置のいか

んにかかわらず判断するために用いる合理的な津波として原子力規制委員会が別に定

めるもの

基準津波

兼用キャスクを使用するこどにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1 について

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影粋評価の範囲外とする。

2 について

MSF-24P 型は、兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどぅかをその設置され

る位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な津波として原子力規制委員

会が別に定める津波による遡上波の波力及び漂流物の衝突に対して、その安全機能が損

なわれるおそれがない設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

、

'

二



(外部からの衝撃による損傷の防止)

第六条安全施設(兼用キャスクを除く。)は、想定される自然現象け也震及び津波を除

く。次項において同じ。)が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影瓣を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適

切に老慮したものでなければならない。

3 安全施設(兼用キャスクを除く。)は、工場等内又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの(故意によるものを除く。以下「人為による事象」という。)に対して安全機能を

損なわないものでなければならない。

4 兼用キャスクは、次に掲げる自然現象が発生した場合においても安全機能を損なわな

いものでなければならない。

兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいか

んにかかわらず判断するために用いる合理的な竜巻として原子力規制委員会が別に定

めるもの

想定される森林火災^

5 前項の規定は、兼用キャスクについて第一項の規定の例によることを妨げない。

6 兼用キャスクは、次に掲げる人為による事象に対して安全機能を損なわないものでな

ければならない。

工場,等内又はその周辺において想定される兼用キャスクの安全性を損なわせる原因

となるおそれがある爆発

工場等の周辺において想定される兼用キャスクの安全・性を損なわせる原因となるお^

それがある火災

7 前項の規定は、兼用キャスクについて第三項の規定の例によることを妨げない。

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぽす影響の確認

1から 3 に、ついて

MSF-24P型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

、
4 について

MSF-2Ⅱ型は、兼用キ、ヤスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその設置さ

れる位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な竜巻として原子力規制

委員会が別に定める竜巻により、原子力発電所の竜巻影響評価ガイド解説表 4.1に規

定される飛来物が設計飛来物となり衝突した場合においても、その安全機能を損なわ



ない設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影紳を及ぼさない。

MSF・24P型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

5 について

MSF-24P 型は、原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃

料の貯蔵に関する審査ガイド4.2.4において個別の確認は不要とされているため、発電

用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

6及び7 について

MSF・2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

、

゛

二



(火災による損傷の防止)

第八条設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、

火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を感知する設備(以下「火災

感知設備」という。)及び消火を行う設備(以下「消火設備」といい、安全施設に属す

るものに限る。)並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければなら.ない。

2 消火設備(安全施設に属するものに限る。)は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場

合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないものでなければ

ならない。

用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影縛の確認

1 について

MSF-24P型は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう、金属製とし、発火

源となる恐れの無い設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

なお、火災感知及び消火並びに火災の影響軽減の措置にっいては、MSF-2Ⅱ型が発電用原

子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

2 について

MSF・2Ⅱ型が発電用原子炉.施設に与える影響評価の範囲外とする。

、



(安全施設)

第十二条安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでな

ければならない。

2 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するものは、

当該系統を構成する機械又は器具の単一故障(単一の原因によってーつの機械又は器具

が所定の安全機能を失うこと(従属要因による多重故障を含む。)をいう。以下同じ。)

が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合においても機能できるよう、当

該系統を構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様

性を確保し、及び独立性を確保するものでなけれぱならない。

3 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される全ての環

境条件において、その機能を発揮することができるものでなければならない。

4 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の重要度に応じ、発

電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるものでなければならない。

5 安全施設は、蒸気タービン、ボンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により、

安全性を損なわないものでなければならない。

6 重要安全施設は、二以上の発電.用原子炉施設において共用し、又は相互に接続するも

のであってはならない。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続

することによって当該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限り

でない。

7 安全施設(重要安全施設を除く。)は、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又は相

互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでなければならな

い。

、

兼用キスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1 について

MSF-2Ⅱ型は、発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に

基づき、それが果たす安全機能の性質に応じて安全重要度をPS-2に分類し、十分高

い信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影

響を及ぼさない。

2 について

MSF・2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

3 について

MSF-2Ⅱ型の設計条件を設定するに当たっては、劣化等に対しても十分な余裕を持って



機能維持が可能となるよう、設計貯蔵期間中の温度、放射線等の,環境条件を考慮し、十

分安全側の条件を与えることにより、これらの条件下においても期待されている安全機

能を発揮できる設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

4 について

MSF-24P型の設計条件を設定するに当たっては、それらの健全性及び能力を確認するた

め、その安全機能の重要度に応じ、設計貯蔵期間中に試験又は検査ができる設計とする

ため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

5から7 について

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

10
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(燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設)

第十六条発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、通常運転時に使用する燃料

体又は使用済燃料(以下この条において「燃料体等」という。)の取扱施設,(安全施設

に係るものに限る。)を設けなければならない。

燃料体等を取り扱う能力を有するものとすること。

燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

崩壊熱により燃料体等が溶融しないものとすること。

四使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

五燃料体等の取扱中における.燃料体等の落下を防止できるものとすること。

2 発電用原子炉施設には、次に掲げるとこ.ろにより、燃料体等の貯蔵施設'(安全施設に

属するものに限る。以下この項において同じ。)を設けなければならない。

燃料体等の貯蔵施設は、次に掲げるものであること。

イ燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の放出により公衆に放射線

障害を及ぼすおそれがある場合において、放射性物質の放出による公衆への影響を

低減するため、燃料貯蔵設備を格納するもの及び放射性物質の放出を低減するもの

とすること。

口燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる容量を有するものとすること。

ハ燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

使用済燃料の貯蔵施設(キャスクを除く。)にあっては、前号に掲げるもののほか、^

次に掲げるものであること。

イ使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

口貯蔵された使用済燃料が崩壊熱により溶融しないものであって、最終ヒートシン

クへ熱を輸送できる設備及びその浄化系を有するものとすること。

バ使用済燃料貯蔵槽(安全施設に属するものに限る。以下この項及び次項において

同じ。)から放射性物質を含む水があふれ、又は漏れないものであって、使用済燃

料貯蔵槽から水が漏えいした場合において水の漏えいを検知することができるもの

とすること。

燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重量物の落下時においても^

その機能が損なわれないものとすること。

3 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温

並びに燃料取扱場所の放射線量を測定できる設備を設けなければならない。

使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し、

それを原子炉制御室に伝え、又は異常が生じた水位及び水温を自動的に制御し、並び

に放射線量を自動的に抑制することができるものとすること。

外部電源が利用できない場合においても温度、水位その他の発電用原子炉施設の状

Ⅱ



態を示す事項(以下「パラメータ」という。)を監視することができるものとするこ

と。

4 キャスクを設ける場合には、そのキャスクは、第二項第一号に定めるもののほか、次

に掲げるものでなければならない。

使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとすること。

使用済燃料の崩壊熱を適切に除去することができるものとすること。

使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込めることができ、かつ、その機能

を適切に監視することができるもの.とすること。

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1 について

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

2 について

MSF-24P 型は、以下のように設計する。

イ及び口 MSF-24P型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

ハ MSF・2Ⅱ型は、使用済燃料集合体を所定の幾何学的配置に維持するための断面形状

が中空状であるバスケットプレート、及び適切な位置に配置された中性子吸収材に

より臨界を防止する構造とし、MSF-2Ⅱ型の貯蔵施設への搬入から搬出までの乾燥状

態、及びMSF・24P型に使用済燃料集合体を収納する際の冠水状態において、技術的に

想定されるいかなる場合でも、臨界を防止する設計とするため、発電用原子炉施設

の安全性に影響を及ぼさない。

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

12

3 について

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

4 について

MSF-2Ⅱ型は、設計上想定される状態において、'使用済燃料集合体からの放射線を

ガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材により遮蔽し、通常貯蔵時のMSF・2Ⅱ型表面の線量

当量率を2msv/h 以下とし、がつ、MSF-24P 型表面から 1Ⅲ酢れた位置における線量当

量率を 100μSV/h 以下となる設計とする。なお、発電用原子炉施設の安全性について

は影響評価の範囲外とする。

MSF-2Ⅱ型は、自然冷却によって収納した使用済燃料の崩壊熱を外部に放出できる設

計とし、使用済燃料集合体の健全性及び安全機能を有する構成部材の健全性を維持す

三
三

一
一

二



る温度を満足する設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

MSF-24P型は、適切に放射性物質を閉じ込めることができ、閉じ込め機能を監視でき

る設計とするため、発電用原子炉施設の安全性に影響を及ぼさない。

玲

三



(工場等周辺における直接線等からの防護)

第二十九条設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉施設からの直接線及

びスカイシャイン線による工場等周辺の空問線量率が十分に低減できるものでなけれぱ

ならない。 。i

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

MSF・2Ⅱ型は、通常運転時において発電用原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン,

線による工場等周辺の空間線量率が十分に低減できるよう、通常貯蔵時の MSF-2Ⅱ型表面

の線量当量率を2msvh 以下とし、かっ、 MSF-24P型表面から lm航れた位置における線量

当量率を 100μSV/h 以下となる設計とする。

なお、空間線量率の評価にっいては、MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の

範囲外とする。

.

14



(放射線からの放射線業務従事者の防護)

第三十条設計基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場合

には、次に掲げるものでなければならない。

放射線業務従事者(実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放射線業務従事者を

いう。以下同じ。)'が業務に従事する場所における放射線量を低減できるものとする

こと。

放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、迅速^

な対応をするために必要な操作ができるものとすること。

2 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線管理施設を設けな

ければならない。

3 放射線管理,施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その他当該情報を伝達

する必要がある場所に表示できる設備(安全施設に属するものに限る。)を設けなけれ

ばならない。

巧

兼用キャスクを使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認

1 について

MSF・2Ⅱ型は、放射線業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を低減で

きるよう、通常貯蔵時の'MSF-24P 型表面の線量当量率を 2ⅡSV/h 以下とし、'かっ、

MSF-24P 型表面から ln 雜れた位置における線量当量率を 100μSV/h 以下となる設計

とする。

なお、放射線業務従事者が業務に従事する場所における放射線量の評価につぃては、

MSF・2W型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

MSF-2Ⅱ型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

「

2及び3 について

MSF-24P型が発電用原子炉施設に与える影響評価の範囲外とする。

二



1.2 特定機器を使用することにより発電用原子炉施設に及ぼす影響の確認結果

確認の結果、 MSF-2Ⅱ型を発電用原子炉施設において使用した場合に、発電用原子炉

施設の安全性を損なうような影響を及ぼすおそれはない。

なお、第四条第6項に記載する周辺施設等からの波及的影響については、設置(変更)

許可申請において確認されるものとし、型式証明では、地震時に周辺施設等からの波及

的影響によりMSF-24P型の安全機能が損なわれるおそれがない範囲又は条件を示す。

16



MSF-2卯型で想定する波及的影響評価の条件

2.1 事象の選定

周辺施設からの波及的影縛の評価に当たって、 MSF-2Ⅱ型を使用する場合に MSF-2Ⅱ

型の安全機能に影響を及ぼす可能性のある事魚として、第 2-1 図、第2-2 図及び第 2-3

図に示すMSF-24型のハンドリングフロー例から以下を選定した。

a)地盤の不等沈下による士砂埋没

②クレーン損壊による重量物落下

侍)クレーン損壊による落下・転倒

④貯蔵建屋損壊による重量物落下

伍)貯蔵建屋損壊による瓦礫埋没

(6)地震等の外部からの衝撃による転倒

2.2 想定する波及的影響評価の条件

MSF-24P型を使用することができる貯蔵施設の条件として本文五.2項口に記載する、

MSF-24P型で想定する安全機能を損なわない波及的影響評価の条件を第2-1表に示す。

第2-1表 MSF・2Ⅱ型で想定する安全機能を損なわない波及的影響評価の条件

山地盤の不等沈下による土砂埋没

恂貯蔵建屋損壊による瓦礫埋没

②クレーン損壊による重量物落下

④貯蔵建屋損壊による重量物落下

事象

侶)クレーン損壊による落下

偲)クレーン損壊による転倒

剛地震等の外部からの衝撃による

転倒

波及的影響評価条件

枠囲みの内容は商業機密に属するため公開できません。
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.

<MSF-2Ⅱ型の搬入~貯蔵>

NO

1-1 ・貯蔵建屋壁ブロックをクレーンで組立

取扱いモード

ト2 ・MSF-24P 型をトレーラーで搬入

・MSF-24P 型をクレーンで水平吊上げ

1-3 ・MSF-2Ⅱ型をクレーンで貯蔵場所へ移送

・なし

^

想定事象

1-4 ・MSF-2卯型をクレーンで貯蔵場所へ設置

仁■式>

亜

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

[動線図]

・クレーン損壊による MSF-2Ⅱ

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSFー24P
型の落下

1三ヨ_

1-2

第 2-1 図

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

回回回回回回回
1-3

貯蔵施設における MSF-2Ⅱ型ハンドリングフロー a/4)

純兪送荷姿・貯蔵建屋内貯蔵の伊D

@匝回

2 18



NO

1-5 ・貯蔵建屋屋根ブロックをクレーンで水平吊上げ

取扱いモード

ト6 ・貯蔵建屋屋根ブロックをクレーンで設置場所へ移
送

トフ 貯蔵建屋屋根ブロックをクレーンで設置

・なし

想定事象

^

1-8 ・ MSF・24P 型を貯蔵

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

■^

[動線図]

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

第 2-1 図

ト5

・貯蔵建屋損壊による MSF・2Ⅱ

型への重量物落下
・貯蔵建屋損壊による MSF・24P
型の瓦礫埋没

・地盤の不等沈下による MSF-

2卯型の士砂埋没

貯蔵施設における MSF-24P 型ハンドリングフロー(2/4)

(輸送荷姿・貯蔵建屋内貯蔵の伊D

圖回回回回回

目匝回

19
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<MSF-24P 型の貯蔵~搬出>

NO

2-1 ・貯蔵建屋屋根ブロ,ツクをクレーンで水平吊上げ

取扱いモード

2-2 ・貯蔵建屋屋根ブロックをクレーンで仮置場所へ移
送

臣^

2-3 貯藏建屋屋根ブロックをクレーンで仮置

・クレーン損壊による'MSF-24P

型への重量物落下

想定事象

C==

2-4 ・MSF-2Ⅱ型をクレーンで水平吊上げ

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

[動線図]

白。
Ea

・なし

第 2-1 図

回

・クレーン損壊による

型への重量物落下

・クレーン損壊による
型の落下

2-3

目

貯蔵施設における MSF-24P 型ハンドリングフロー(3/4)

(輸送荷姿・貯蔵建屋内貯蔵の例)

2-2

口即回

MSF-24P

MSF-24P

回回回回

帥

f



NO

2-5 MSF-24P 型をクレーンでトレーラーへ移送

取扱いモード

2-6 ・MSF-24P 型をクレーンでトレーラーに設置

・MSF-2Ⅱ型をトレーラーで搬出

<>=

[動線図]

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P
型の落下

<==

想定事象

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

圃

2-6

第 2-1 図

回回回回回回回
2-5

貯蔵施設における MSF-2卯型ハンドリングフロー(4/4)

(輸送荷姿・貯蔵建屋内貯蔵の伊D

圖回回回
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、 <MSF-24P 型の搬入~貯蔵>

NO

1-1 ・MSF-24P 型をトレーラーで搬入

・MSF-24P 型をクレーンで水平吊上げ

取扱いモード

ト2 ・MSF-2Ⅱ型をクレーンで貯蔵場所へ移送・設置

ト3

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-2Ⅱ

型の落下

・ MSF-24P 型を貯蔵

想定事象

[動線図]

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

1^_

圧1'二刃Ⅱ三刃正二田化二工正ニエ

1-2

・地盤の不等沈下による MSF-
羽P型の土砂埋没

第 2-2 図

正二工正二田に工巨ヨ臣コ正司正コ

貯蔵施設における MSF-2Ⅱ型ハンドリングフロー a/2)

(輸送荷姿・屋外貯蔵の伊D

ナ

訟



(MSF-24P 型の貯蔵~搬出>

NO

2-1 ・貯蔵して、いる MSF-24P型をクレーンで水平吊上げ
・ MSF-24P 型をクレーンでトレーラーへ移送

取扱いモード

.2-2 ・MSF-24P 型をクレーンでトレーラーに設置

・MSF-24P 型をトレーラーで搬出

・'クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

[動線図]

想定事象

正二工正二団N二田正二工圧司正コ
2-1

・クレーン損壊による MSF-24P
型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-2Ⅱ

型の落下

第 2-2 図

正二工直田正二工巨刃正司に羽正1

貯蔵施設における MSF-24P 型ハンドリングフロー(2/2)

(輸送荷姿・屋外貯蔵の伊D,

器



<MSF-2Ⅱ型の搬入~貯蔵>

NO

ト1 ・貯蔵架台をクレーンで設置

取扱いモード

ト2 ・MSF-2Ⅱ型をトレーラーで搬入

・MSF-24P 型をクレーンで水平吊上げ

^

1-3 ・MSF-2Ⅱ型をクレーンで仮置場所へ設置

・なし

想定事象

j

1-4

・クレーン損壊による MSF-2Ⅱ

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

・、MSF・24P 型の下部緩衝体をクレーンで取外し

勵線図]

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

.

^

◎ 弼◎圏[三ヨ認◎

・クレーン損壊による NSF-24P

型への重量物落下

第 2-3 図貯蔵施設における MSF-24P 型ハンドリングフロー U/4)

(蓋部の金屈部への衝突が生じない設置方法・屋外貯蔵の伊D

翻翻驫[三刃盛翻翻

ト3

1-4,
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NO

ト5 ・MSF-24P 型をクレーンで立起こし

取扱いモード

ト6 ・MSF-2Ⅱ型をクレーンで設置場所へ移送

^

1-フ ・MSF-24P 型をクレーンで貯蔵架台に設置

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-2Ⅱ

型の転倒

.

^

想定事象

1-8 ・ MSF-24P 型を貯蔵

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

[動線図]

・クレー,ン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-24P
型の落下

.

.

◎

第 2-3 図貯蔵施設における MSF-2Ⅱ型ハンドリングフロー(2/4)

(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法・屋外貯蔵の伊D

◎

・地震等の外部からの衝撃に
よる MSF-24P 型の転倒

・地盤の不等沈下による MSF-

2Ⅱ型の土砂埋没

1-フ

1-8

語 語

風1目逼
認翻◎

T■'◎
1-5

翻 圍

舗



<MSF-24P 型の貯蔵~搬出>

NO

2-1 ・仮置場所に輸送架台を設置

取扱いモード

2-2 ・ MSF-24P 型をクレーンで吊上げ

2】3 ・MSF-24P 型をクレーンで輸送架台へ移送

・なし

想定事象

2-4 ・MSF-24P 型をクレーンで輸送架台に横倒し・設置

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下

<=

[動線剛

/

・クレーン損壊による MSF-24P
型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF【24P

型の落下

巨回圧刃圏

祥■
口◎ 語

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

・クレーン損壊による MSF-24P
型の転倒

第 2-3 図貯蔵施設における MSF-24P 型ハンドリングフロー(3/4)

(蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法・屋外貯蔵の伊D

語 暦 酉 ◎ 躍 ◎ 圍

部



NO

2-5 ・MSF-24P型に下部緩衝体をクレーンで設置

取扱いモード

2-6 ・MSF-24P 型をクレーンで水平吊上げ
・ MSF-24P 型,をクレーンでトレーラーへ移送

厘a

.

(^

、

2-フ MSF-2Ⅱ型をクレーンでトレ」ラーに設置・移送

・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下

想定事象
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・クレーン損壊による MSF-24P
型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下
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・クレーン損壊による MSF-24P

型への重量物落下
・クレーン損壊による MSF-24P

型の落下
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